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まえがき

我が国の経済は、コロナ禍が招いた混乱から抜け出す間もなく、悪化する国際情勢やコスト高などの複

合的かつ不可避な問題に立て続けに直面してきました。地域産業の基盤を成す中小企業も、その例に漏

れず、急激に変化する経営環境に翻弄され続けています。未だなお、高い不確実性に包まれた現状におい

て、各企業が事業を続けていくには、今の環境に適した事業へ変容させることが必要と考えられます。

大阪府では、中小企業における事業再構築を促進する政策検討に資するため、本調査を実施しました。

調査では、現在、事業再構築を推進している中小企業を対象に、その実態や課題を明らかにすることで、

政策の意義や方向性を示すためとりまとめました。

本調査に際しまして、ご多忙な中にもかかわらず、格別のご協力をいただきました皆様に対し、心より御

礼申し上げます。

本報告書が、地域産業の振興に日々努力しておられる企業経営者や各種団体、行政担当者など多くの

方々の一助となれば幸いです。

なお、報告書の執筆は、当センター主任研究員 越村惣次郎 が担当しました。

令和５年３月

大阪産業経済リサーチ＆デザインセンター

センター長 小林 伸生
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要約

１ 調査の背景・目的

近年の日本経済は、コロナ禍以降、ロシアによるウクライナ侵攻や米中間の貿易摩擦などの国際情勢

の悪化、それらに伴う資材調達難や価格高騰、さらには２０２２年に生じた歴史的な円安など、予測困難か

つ複合的な外部環境の変化に翻弄され続けてきた。

企業経営において外部環境の変化は、新たな需要獲得の機会にもなりえるが、判断を誤った場合には

事業価値喪失にも繋がるリスクを孕んでいる。特に外部環境の影響を受けやすい中小企業では、企業の

存続にも影響を及ぼしかねない。今、多くの企業は、かつて経験したことがないほどの不確実性に直面し

ているが、企業によっては既存事業を抜本的に見直し、事業を再構築していくことも必要となる。

こうした状況を鑑み、政府は２０２１年に、企業が急激に変化する経営環境への適応を速やかに行うこと

を目的とした事業再構築補助金事業をスタートさせ、２１年度には計５回の公募により、全国で約４万者、

大阪府でも約４千者の中小企業等が採択を受けた。また大阪府は、事業再構築を実施する中小企業にお

いて知識・ノウハウ不足が課題となっていることを受け、２２年度に中小企業の新事業を支援機関等が継

続的に伴走支援する事業を実施した。

このように府内中小企業においても事業再構築の動きはみられ、それを支援する政策の整備も進めら

れている。しかしながら現在の複雑な経営環境下において、事業再構築を実施する中小企業の実態や課

題に関する詳細な情報は十分に得られているとは言い難い。現在、事業再構築を実施する企業が増えて

いるなか、それぞれの計画実現に向けた課題や解決策の把握が一層重要となる。そこで効果的な政策の

立案・実施に資するため、事業再構築を実施する府内中小企業の実態や課題を明らかにすることを目的

として本調査を実施した。

２ 主な調査結果と政策の意義・方向性

中小企業の事業再構築に関する主な調査結果とそれを踏まえて考察した政策の意義と方向性は次の

とおりである。

（１）事業再構築支援の政策的意義

❶ 不確実性の高い現状において、中小企業の事業再構築を促進する政策の意義は高い

≪主な調査結果≫

◆多くの府内中小企業が、コロナ禍や国際情勢などの社会事象から悪影響を受けており、業績

悪化が長引く企業も多い（第２章）。

◆各種の社会事象の影響を強く受けている企業は事業再構築を実施している傾向があり、また

事業再構築を実施する企業の方が将来に明るい見通しを持っている傾向があった（第３章）。

◆約６割の企業では、事業再構築の進展に遅れがみられる（第４章第１節）。

≪調査結果を踏まえた考察≫

未だ先の見えない不確実性が高い現状において、事業再構築を実施する中小企業は増えてい

るものの、その計画の進展には遅れもみられる。そのため中小企業の事業再構築を促進する政

策は、中小企業が新事業展開に着手し、将来に明るい展望を抱くことに貢献するものとして、そ

の意義は高いと考えられる。
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❷ 事業再構築を促進することで、中小企業による自律的循環を生み出すことに期待ができる

≪主な調査結果≫

◆ダイナミック・ケイパビリティ※（以下、ＤＣ）に関する能力（感知、捕捉、変容）が高い企業は、事

業再構築を円滑に進展している傾向がある（第４章第３節）。

◆ＤＣ能力は事業再構築を経験することで高くなる（学習効果）ことが期待できる。また計画を

円滑に進展している企業はその効果が高くなる（第４章第３節）。

◆学習効果により、能力が向上した企業は、次の事業再構築に意欲的である傾向がある（第４

章第３節）。

≪調査結果を踏まえた考察≫

中小企業の事業再構築を促進する政策は、現在の計画を進展させるだけでなく、企業による学

習効果を高めることに貢献し、ひいては中小企業による事業再構築の自律的な循環を生み出す

ことにも繋がると期待できる。

※急激な環境変化に対処するために組織内外の資源を統合、構築し、再構成する能力。詳細は第１章第２節参照。

（２）政策の方向性（実施中の中小企業向け）

❶ 推進担当者や専門人材など計画に必要な人材の確保や育成などの人材面の支援が有効

≪主な調査結果≫

◆推進の課題では、推進担当人材や専門人材の不足を挙げる企業が多い（第２章第２節）。

◆事業再構築の進展に影響するＤＣ能力のうち、人材の確保に関する「変容」が「感知」、「捕

捉」に比べ、計画時に低く、学習効果も低水準であった（第４章第３節）。

◆人材や設備などの推進体制が整備出来ている企業は、事業再構築が計画通りに進んでいる

傾向があった。整備状況を個別にみると、設備・施設や社外相談先に比べ、社内人材の整備が

遅れている企業が多い（第４章第５節）。

◆人材育成を実施する企業の方が、計画を円滑に進展しているが、採択企業の３分の１以上は

人材育成を行っていない（第４章第５節）。

≪調査結果を踏まえた考察≫

事業再構築を実施する中小企業では、人材面に課題があると考えられるため、計画推進に必要

となる人材の確保や育成などの支援が有効であると考えられる。

❷ 専門家派遣等による支援においては、専門家等の選定や費用負担に配慮が必要

≪主な調査結果≫

◆事業再構築の計画内容として、新市場開拓と新製品（商品・サービス）開発を同時に行う多

角化戦略を採る企業が多く、また販売先をＢｔｏＢからＢｔｏＣに移行する企業が多い（第３章）。

◆事業再構築を推進する中小企業では、専門家等に対して、販路開拓に関する知識やノウハウ

を期待しており、その中でもホームページの制作やＳＮＳの活用など、インターネットを活用した広

報の支援を望む企業が多い（第４章第６節）。
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◆専門家等を活用する際の課題としては、６割超の企業が費用を挙げており、資金負担が大き

な課題としており、その他、専門家の知識・ノウハウを評価できないことや信頼性を課題とする企

業も多い（第４章第６節）。

≪調査結果を踏まえた考察≫

事業再構築を実施している企業には、専門家派遣等によって、インターネットによる広報などの専

門知識やノウハウを提供する政策が有効であるが、その際には、費用の負担感や、専門家等の

専門性や信頼性の評価への不安を軽減する一定の配慮が必要と考えられる。

（３）支援の方向性（未実施の中小企業向け）

❶ 経営者のマインドセットを変化させることが重要

≪主な調査結果≫

◆企業は常に外部環境に適応することが求められているが、府内中小企業のうち、事業再構築

を実施する企業が約２５％であった（第２章）。

◆中小企業の事業再構築推進では、専任の担当者や新組織を置くことは少なく、７割以上の企

業では、経営者自らが直接、計画に関わっており、その経営者のリーダーシップが計画進展にプ

ラスの影響を及ぼしている傾向があった（第４章第５節）。

≪調査結果を踏まえた考察≫

未実施中小企業の中から新たに着手する企業を増やしていくには、経営者がその必要性に気付

き、既存事業の維持のみにとらわれることなく、新たな事業に目を向けるような意識（マインドセッ

ト）の変化を促す政策が効果的と考えられる。

❷ 事業再構築実施の時期や内容は企業体力と照らして決めることも重要

≪主な調査結果≫

◆事業再構築を実施する企業の多くは、業績が悪化しているが、その中でも悪化の程度が比較

的軽微な企業の方が計画を円滑に進展していた（第４章第２節）。

≪調査結果を踏まえた考察≫

業績悪化が長引く見通しのある場合は、企業体力があるうちに実施することが望ましく、逆に既

に新事業を実施する余力が乏しい場合は、まずは体力を回復させることを優先し、またはリスク

の少ない変革をめざすなど、各社の経営状況に応じて、事業再構築の実施時期や内容を決めて

いくことも必要であろう。

❸ 専門家等が事業戦略に踏み込んだ支援を計画から実施まで継続的に実施することが重要

≪主な調査結果≫

◆計画立案時の視点として、短期的視点よりも中長期的な視点に基づいた計画の方がその後

の進展が円滑であった（第４章第２節）。

◆中小企業では事業再構築の実施において、組織的な体制を築くことなく、経営者自らが担当

するケースが多い（第４章第５節）。
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◆申請時支援機関から申請書類作成のみを受けた企業よりも、事業戦略に踏み込んだ助言・指

導を受けた企業の方が、その後の計画を円滑に進展している傾向があり、また８割近い企業は

申請時支援機関をそのまま活用していた（第４章第６節）。

≪調査結果を踏まえた考察≫

新たに事業再構築を実施する中小企業を対象とした政策としては、専門家等の派遣などにより、

中長期的視点からの計画立案を支援することが有効であり、その際に、計画時のみならず推進

時も引き続き支援を行うことを前提とすることが重要と思われる。
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第１章 はじめに

 
１ 調査の背景・目的

日本経済はコロナ禍以降、社会活動が制約を受ける度にその動きを鈍らせてきた。またこの間、ロシア

によるウクライナ侵攻や加熱する米中間の貿易摩擦などの国際情勢の悪化は経済にさらなる混乱を招き、

国内企業は資材調達難や価格高騰などの問題にも直面することになった。加えて２０２２年に生じた歴史

的な円安シフトなど、近年の日本経済は、予測困難かつ複合的な外部環境の変化に翻弄され続けてきた。

企業経営において、外部環境の変化は、新たな需要獲得の機会にもなりえるが、判断を誤った場合に

は事業価値を喪失するリスクも孕んでいる。ことさら経営資源に限りがある中小企業は、外部環境の影響

を受けやすく、対応の遅れは企業の存続にも影響を及ぼしかねない。外部環境は常に変化するものであ

るが、変化のスピードが緩やかな場合であれば、既存事業のマイナーチェンジで対応もできよう。しかし、

今、多くの企業は、かつて経験したことがないほどの急激な環境変化に直面している。そのため、企業によ

っては、既存事業を抜本的に見直し、新たな事業を再構築していくことも必要となる。

こうした状況を鑑み、政府は２０２１年に企業が急激に変化する経営環境への適応を速やかに行うこと

を目的とした事業再構築補助金事業をスタートさせた 。２１年度には、５回の公募があり、全国で約４万者、

大阪府でも約４千者の中小企業等が採択を受けた。これに対し、大阪府が２１年度に実施した調査では、

府内中小企業の約３割が「新分野進出」に着手しており、また新事業を推進する企業は、「知識・ノウハウ

の不足」、「人材不足」に強い課題認識があることが明らかになった 。こうした事実を受け、大阪府は２２

年度に中小企業の新事業を支援機関等が継続的に伴走支援する「新事業展開チャレンジ支援事業」及

び「新事業展開テイクオフ支援事業」を実施した 。

このように府内中小企業においても事業再構築の動きはみられ、それを支援する政策の整備も進めら

れている。しかしながら現在の複雑な経営環境下において事業再構築を実施する中小企業の実態や課

題に関する詳細な情報は十分に得られているとは言い難い。現在、事業再構築を実施する企業が増えて

いるなか、各社の計画実現に向けた課題や解決策の把握が一層重要となる。そこで効果的な政策の立

案・実施に資するため、事業再構築を実施する府内中小企業の実態や課題を明らかにすることを目的と

して本調査を実施した。

２ 中小企業の事業再構築に関する考察

企業は社会に価値を提供することではじめて事業を継続することができる。そのため変化し続ける外部

環境に対し、その状況に応じた価値を生み出せるように企業や事業を変容させることは、企業経営におい

て不可避の命題といえよう。社会の変化が緩やかな状況であれば、既存事業をマイナーチェンジするだけ

の漸進的な変革で適応できるケースもあるが、今のように外部環境が大きく変化し、不確実性が高まった

状況においては大きな変革が求められるケースが増えてくる。本調査では、変化の激しい状況における中

小企業の事業再構築の解明を目的としているが、その参考とするために、こうした状況における企業行動

を説明する理論をいくつかみておきたい。

                                                   
詳細については、中小企業庁が運営する「事業再構築補助金」専用サイト（

、２０２２．１２．２０）を参照。
大阪府・大阪産業局［ ］ 。
「新事業展開テイクオフ事業」については、２０２３年度も継続して実施予定。
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（１）ダイナミック・ケイパビリティ論

経営環境の変化が激しい状況における企業行動を説明する理論として、近年、ダイナミック・ケイパビリ

ティ論に注目が集まっている 。ダイナミック・ケイパビリティ（以下、ＤＣ）とは、端的には「急激な環境変化

に対処するために組織内外の資源を統合、構築し、再構成する能力」（Ｔｅｅｃｅ Ｐｉｓａｎｏ ａｎｄ Ｓｈｕｅｎ

［ ］、黄［２０１１］）と説明できる。そもそも企業は、保有する人材や資金、ネットワーク、ブランドなどの

経営資源を有機的に結び付けることで競争優位を確立していると考えられる 。そのため持続的に競争優

位を持ち続けるには、経営資源を結び付ける能力（ケイパビリティ）を発揮し、他社が模倣困難な事業を

築き上げることが重要となる。しかし、その前提となる社会や市場などの外部環境自体が大きく変化する

ような状況では、市場の参加者や価値観、市場のルールなど市場そのものが変化するために、既存の経

営資源に頼るだけでなく、社外を含めて動的（ダイナミック）に経営資源を再構築し続ける必要がある。こ

の能力がＤＣである。

提唱者であるＴｅｅｃｅ［ ］は、ＤＣの主要な要素として、感知（ ）、捕捉（ ）、変容

（ ）の３つの能力を提示した。１つ目の感知は、環境変化に伴う脅威を感じ取る能力であり、

２つ目の捕捉は、感知したものから見出せる機会を捉えて、既存の資源、ルーティン、知識を様々な形で応

用し、再利用する能力である。そして３つ目の変容は新しい競争優位を確立するために組織内外の既存の

資源や組織を体系的に再編成し、変革する能力である。そして、企業に感知、捕捉、変容の各能力が定着

することで、外部環境の変化に直面する度に、自己変革を遂げ続けることが可能となる（図表１－１）。

図表１－１ ＤＣの３能力による自律的循環のイメージ図

出所：Ｔｅｅｃｅ［ ］より作成。

またＺｏｌｌｏ ａｎｄ Ｗｉｎｔｅｒ［２００２］は、ＤＣは「学習により形成された集団活動パターン」であるとした。

企業（組織）は、事業等の経験を通じて様々な能力を学習するが、ＤＣに関する能力も経験によって高める

ことができる学習効果が期待できる。そのため、中小企業は事業再構築を経験することで、これらの能力

を定着させていくと考えられる。

ＤＣ論については、まだ理論として確立されたものではないとの指摘もある 。しかし環境変化の激しい

現状における中小企業の事業再構築を理解する上で大いに参考となる。そのため本調査では、事業再構

築を推進する中小企業のＤＣ能力を測定し、その現状や効果、また学習効果について確認していきたい。

                                                   
カリフォルニア大学バークレー校のデイビッド・ティース教授らが１９９０年代に提唱。

は、企業内部の経営資源を重視したリソース・ベースト・ビュー（ ）により、企業が保有する独自資
源の結合により持続的な競争優位を生み出せることを説明している。
菊澤［２０１８］では、ＤＣ論の歴史的背景や現在の論点について整理しており、その中で、「ダイナミック・ケイパビリティ論
研究をめぐる状況は、今日、非常に錯綜した状況となっている（ ）」と現状を評している。

 
 感知 

捕捉 変容 

持続的競争優位確立のため内外
の経営資源を再編成し「変容」 

外部環境の変化による
脅威の「感知」 

 

新たな事業機会
の「捕捉」 
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（２）変革型リーダーシップ論

企業が自らの事業を見直し、大きな変革を計画、実行していくには、企業の舵を握る経営者が重要と考

えられるが、大企業に比べ組織を構成する人数が少ない中小企業では、経営者に期待される役割はさら

に大きくなる。その理由の１つとして、所有と経営が一致しているケースが多い中小企業では、株主や他の

ステークホルダーの影響を受けにくいため、経営者の決定が尊重されやすいことがある 。さらに中小企業

では経営者個人が会社の連帯保証人となる経営者保証を提供するケースも多く、企業経営に対して多大

な責任と義務を負っていることも理由の１つであろう 。このように中小企業では、経営者が重要な方針を

決定し、実行する際に、大企業以上に強い権限と責任を有しているケースが多い。また大企業に比べ、経

営資源の乏しい中小企業では、事業再構築を実施する上でも不利な点があると考えられがちであるが、

高橋［ ］は、大企業と比較した中小企業におけるイノベーションの特徴について「肥大化した大企業

では、組織の行動がルーティンに支配されることが多く、（中略）画期的なイノベーションに対して組織的な

抵抗が生じやすい」として、画期的な変革は、小さな組織であり経営者の意思が通りやすい中小企業にお

いて有利な点があると指摘する。これらの中小企業の特性を鑑みると、事業再構築を企画、推進において

経営者が果たすべき役割、つまりリーダーシップの重要性が浮き彫りとなる。

経営者のリーダーシップの在り方については、諸説あるものの、その中でも不確実性が高い環境におい

ては変革型リーダーシップが適していると考えられている 。この変革型リーダーシップには、３つの資質が

あると考えられているが、入山［ ］は、それらを次のように説明する。

①カリスマ：企業・組織のビジョン・ミッションを明確に掲げ、それが「いかに魅力的で」「部下のビジョン

にかなっているか」を部下に伝え、部下にその組織で働くプライド、忠誠心、敬意を植え付ける。

②知的刺激：部下が物事を新しい視点で考えることを奨励し、部下にその意味や問題解決策を深く考

えさせてから行動させることで、部下の知的好奇心を刺激する。

③個別重視：部下に対してコーチングや教育を行い、部下一人ひとりと個別に向き合い、学習による成

長を重視する。

本調査では、以上の変革型リーダーシップに関する３つの資質を参考として、事業再構築を推進する中

小企業における経営者のリーダーシップを測定し、その現状や効果について確認していく。

３．調査仮説

現在の経営環境や既に実施済みの調査から得られた結果、または前節の理論的考察を踏まえ、本調

査では以下の調査仮説を置いた。

（仮説１） 各種社会事象の影響を強く受けている企業は事業再構築を実施している。

（仮説２） 事業再構築を実施する企業の方が将来に明るい見通しを持っている。

（仮説３） ＤＣ能力が高い企業は、事業再構築を円滑に進展している。

（仮説４） 事業再構築を経験することで、ＤＣ能力が向上し、次の事業再構築に意欲的になる。

                                                   
中小企業庁編［ ］では、中小企業の所有形態としてオーナー経営者の割合が約 ％との報告がある。
近年、経営者保証は中小企業金融を阻害する要因として問題視され、その改善として中小企業庁からは「経営者保証に
関するガイドライン」が提供されているが、そのガイドラインでは、 年度に経営者保証を提供する中小企業は８割にの
ぼると示されている。
リーダーシップは大きく、「交換型リーダーシップ（ ）」と「変革型リーダーシップ
（ ）」に区分されるが、このうち後者は不確実性が高い環境のなかで、組織内の価値観や行動
を変更させることに主眼を置いたものと考えられている（ ［ ］、東［ ］、入山［２０１９］）。
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（仮説５） 経営者のリーダーシップが発揮されている企業は、計画を円滑に進展している。

（仮説６） 推進担当者や専門人材などの人材が充実している企業は、計画を円滑に進展している。

仮説１と仮説２は、現在の急激な環境変化に適応しようとする企業が多いこと、また環境適応に向かう

ことで将来見通しが改善されることを想定して設定した仮説である。仮説３と仮説４は、事業再構築を実

施する企業ではＤＣの各能力が機能していること、また実施による学習効果があることを、それぞれ確認す

るために設定した。また仮説５は、変革型リーダーシップが事業再構築の進展に影響していることを確認

するために設定した。そして仮説６は、大阪府の過年度調査で明らかになった課題を参考に、事業再構築

の推進における人材の必要性を確認するために設定した。

４．調査概要と集計・分析方法について

本調査において実施した調査の概要は以下の通りである。

（１）大阪府内企業経営実態調査【調査ａ】

①調査趣旨

新型コロナウイルス感染症の影響の長期化に加え、物価の高騰等による、経済への影響が続く中

で、企業の経営の実態や取組等を把握し、新たな支援策等の検討に活かすため、府内企業の現状

について調査を実施した。

②調査対象

調査対象は府内企業１０，０００社である。標本企業は、総務省「事業所母集団データベース（令和

２年次フレーム）」において、大阪に本社を置く民営企業（農業、林業、漁業除く）の約 万社から常

用従業者数に基づく層化抽出法により抽出した。

③調査方法：郵送自記式（但し回答はインターネットを併用）

④実施期間： 年 月１１日（月）～７月２９日（金）

⑤回答率：３ （有効発送数 ９，３２２、有効回答数 ３，２９１）

なお、【調査ａ】では、事業再構築に留まらず、雇用や金融など幅広く質問しており、その結果につ

いては、別途、以下の大阪府のホームページにおいて公表している。

：

資料：大阪府政策企画部・商工労働部「２０２２年度大阪府内企業経営実態調査」２０２２．１１．１

（２）府内企業の事業再構築に関する調査【調査ｂ】

①調査趣旨

事業再構築にチャレンジする府内中小企業の現状や課題を把握することにより、府内中小企業に

よる自律的な事業再構築の推進をめざした効果的な政策実施に資することを目的として実施した。

②調査対象

中小企業庁が公表する２０２１年度事業再構築補助金（第１回公募から第５回公募）採択結果に

掲載された事業者のうち、大阪府内に本社を有する法人の全て。

③調査方法：郵送自記式

④実施期間：２０２２年９月１日～２０２２年９月２２日

⑤回収率：３０．８％（有効発送数３，３６４、有効回答数１，０３５）
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（３）集計及び分析結果の表示について

実施した２調査から得られたデータの集計及び分析方法については以下を参考にされたい。

①集計結果について

構成割合や平均等の値は四捨五入の結果、個々の合計値と全体を示す値が一致しないことがある。

②分析方法について

カテゴリ変数同士の場合は、カイ二乗検定を用いて分析し、検定結果はクロス集計図の下に、カイ二

乗値（ ２）、自由度（ｄｆ）、有意確率（ｐ）を表示する。また、カテゴリ変数と数量（平均値）変数を比較する

際は、ｔ検定を用いて分析し、分析結果の表中にｔ値、自由度、有意確率を表示する。

なお有意水準は、１％水準でその差に有意性が認められた場合には「 ０１」、同様に５％水準では、

０５、１０％水準では １０とそれぞれ表示し、有意性が認められない場合はｎ．ｓ．

と表示する。

またカイ二乗検定において、カテゴリ数が３以上の場合に各カテゴリの評価を可能とするため、残差分

析を行い、その結果を表示する。残差分析結果は、調整済み残差の値が±１．９６を超える場合に有意性

が認められると判断する。
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第２章 府内企業による事業再構築の実施状況

本章では、コロナ禍等の影響を受ける府内企業の経営実態の把握を目的とした【調査ａ】の結果から、

事業再構築の実施の有無や実施企業の特性を明らかにしていく。

１．府内企業を取り巻く経営環境の変化とその影響

まずはコロナ禍等の各種の社会事象が府内企業に及ぼした影響をみておきたい。図表２－１は、経済活

動に影響を及ぼすと考えられる各種の社会事象について、それぞれ企業経営に悪影響が及んでいると回

答があった割合を企業規模別に集計した結果である。これをみると「新型コロナウイルスによる消費の変

動」や「仕入価格高騰 原油、資材等 」は、全ての規模で概ね７～８割の企業に悪影響が及んでいたこと

がわかる。そのほかの４つの社会事象でも、概ね４～６割の企業が悪影響を受けており、決して看過できな

い状況にある。これらの結果に対する評価は、【調査ａ】の実施時期が２０２２年７月であったことを考慮す

る必要があるが、いずれにしても各種の社会事象が多くの企業に負の影響を及ぼしていることが明らか

になった。

図表２－１ 各種の社会事象による経営への悪影響（単位：％）

出所：大阪府［ ］「大阪府内企業経営実態調査」【調査ａ】。
※以下、本章において出所の表記がない資料は同じ。

続いて、府内企業の業績の推移をみていく。図表２－２は、コロナ禍以前である２０１９年度の売上高を

「１００」とした時の２０年度、２１年度の各値（売上高指数）を企業規模別に集計したものである。これをみ

ると、大企業の売上高指数は一貫して上昇しているが、中小企業では２０年度に落ち込み、２１年度はやや

回復するも１９年度の水準には戻っていない。さらに中小企業のうち小規模事業者のみのデータをみると、

２０年度に大きく落ち込み、２１年度も回復の動きはみられない。

同様に業種別では、２０年度はほとんどの業種で売上高指数は低下し、２１年度も１９年の水準に戻って

いない業種が多数みられる。特に「宿泊業」、「飲食サービス業」、「教育、学習支援業」、「生活関連サー

ビス業、娯楽業」は、大幅に低下しており、回復の遅れも目立つ（図表２－３）。
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大企業

中小企業

中小企業のうち
小規模事業者のみ

年度 年度 年度

建設業
製造業

情報通信業

運輸業、郵便業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

卸売業 小売業

宿泊業

飲食サービス業

教育、学習支援業

医療、福祉
学術研究、専門・技術サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

その他のサービス業

年度 年度 年度

図表２－２ 売上高指数の推移（規模規模別）

図表２－３ 売上高指標の推移（業種別）

２．事業再構築の実施と期待

以上のように、多くの府内企業が、コロナ禍などの社会事象から悪影響を受けており、業績は低迷して

いる。こうした状況を踏まえ、府内企業の事業再構築の実施状況を確認していく。企業規模別で事業再構

築の実施割合をみると、中小企業は２５．３％と４社に１社が実施していることがわかる（図表２－４） 。

                                                   
10 調査では、２０２０年４月以降に実施した取組みとして、「新分野進出（新市場参入、新商品・製品・サービスの導入）」、
「業種の転換」、「業態の転換」、「事業の再編」の４項目のいずれかを選択した場合に、「実施」として集計した。 

2019年の水準 

2019年の水準 
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大企業

中小企業

うち小規模事業者

実施 未実施

事業再構築の
実施有無 度数 社会事象の

影響度の平均値 ｔ値 自由度 有意確率

実施

未実施

実施

未実施

実施

未実施

実施

未実施

実施

未実施

実施

未実施
仕入価格高騰

新型コロナウイルスに
よる消費の変動

中国のゼロコロナ政
策による都市封鎖

調達困難

急激な円安

ロシア・ウクライナ情
勢

図表２－４ 府内企業による事業再構築の実施状況

ここで「（仮説１）各種社会事象の影響を強く受けている企業は事業再構築を実施している」を検証す

るため、事業再構築の実施状況と各種社会事象の影響との関係について分析を試みた。調査では６つの

社会事象が及ぼす影響度について５段階で回答を得ているが、分析ではその結果を以下の方法で数値

化した。

「好影響」＝５、「やや好影響」＝４、「特に影響はない」＝３、「やや悪影響」＝２、「悪影響」＝１

分析の結果、６つの社会事象のうち「調達困難」を除く５項目で、社会事象の影響度の平均値は事業

再構築を「実施」する企業群の方が低く、統計的検定においてその差の有意性が認められた（図表２－

５）。つまり、仮説の通り、コロナ禍や国際情勢などの社会事象から悪影響を強く受けている企業は事業再

構築に取り組んでいる傾向があることがわかった。

図表２－５ 事業再構築実施有無と社会事象の影響との関係

また調査では、各社の業績（売上高、経常利益）についての見通しを聞いているが、「（仮説２）事業再

構築を実施する企業の方が将来に明るい見通しを持っている」を検証するため、将来見通しと事業再構

築の実施の関係について分析を行った。分析の結果、売上高の見通しについて、「実施」企業は、「未実

施」企業に比べ「増加」の割合が高く、「減少」の割合は低い結果となり、その差に統計的な有意性も認
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未実施

実施
増加 横ばい 減少

未実施

実施
黒字 収支トントン 赤字

められた（図表２－６）。また経常利益の見通しでも、「実施」企業の方が「黒字」とする企業の割合が有意

に高い結果となった（図表２－７）。つまり、仮説の通り、事業再構築を実施する企業は、実施しない企業に

比べ、業績に明るい見通しを持っている傾向があることが明らかになった。

図表２－６ 事業再構築の実施有無別の売上高見通し

図２－７ 事業再構築の実施有無別の経常利益見通し

≪≪第第２２章章のの小小括括≫≫

府府内内企企業業のの多多くくはは、、ココロロナナ禍禍やや悪悪化化すするる国国際際情情勢勢ななどどのの社社会会事事象象かからら悪悪影影響響をを受受けけてていいるるとと感感じじてて

おおりり、、中中小小企企業業、、特特にに小小規規模模事事業業者者でではは売売上上高高のの低低迷迷ななどど、、業業績績悪悪化化がが長長引引いいてていいるる。。ここううししたたななかか、、

各各種種のの社社会会事事象象かからら負負のの影影響響をを強強くく受受けけてていいるる企企業業はは、、事事業業再再構構築築をを実実施施ししてていいるる傾傾向向ががああっったた（（仮仮

説説１１））。。ここれれはは外外部部環環境境のの変変化化をを強強くく感感じじるる企企業業がが、、既既存存事事業業にに留留ままるるここととななくく、、新新たたなな事事業業展展開開をを模模索索

ししたた結結果果とと考考ええらられれるる。。ままたた事事業業再再構構築築をを実実施施すするる企企業業はは、、実実施施ししなないい企企業業にに比比べべ、、業業績績のの見見通通ししがが明明

るるいい傾傾向向ががああっったた（（仮仮説説２２））。。つつままりり、、府府内内中中小小企企業業はは、、厳厳ししいい環環境境変変化化ののななかか業業績績悪悪化化にに陥陥るる企企業業がが

増増ええてていいるるもものののの、、事事業業再再構構築築をを実実施施すするる企企業業でではは、、将将来来にに明明るるいい見見通通ししをを持持っってていいるる傾傾向向ががああるる。。

（X２=４１，３６０,ｄｆ=２,p<.０１) 

（ ２ ３，７ ２
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千万円
未満

千万円

千万円超～
千万円以下

千万円超～
億円以下

億円超～ 億円以下 不明

人以下

人～ 人

人～ 人

人～ 人

人～ 人
人以上

不明

億円以下

億円超～
億円以下

億円超～
億円以下

億円超～
億円以下

億円超～
億円以下

億円超
不明

第３章 府内企業の事業再構築の特性

前章では、府内企業全体を対象とした調査結果から、事業再構築の実施状況やその有無による違いな

どを分析してきたが、本章では、政府による事業再構築補助金事業の採択を受けた府内中小企業（以下、

採択企業）を対象とした【調査ｂ】の結果から、その企業概要や事業再構築計画の内容などを概観してい

く。なお本章において、特に出所の記載のない資料は【調査ｂ】によるものである。

１ 採択企業の概要

（１）採択企業は多数の小規模事業者を含む中小企業

採択企業の企業規模は、資本金では、１千万円以下が７割弱、従業者数２０人以下が６割超、また売上

高では５億円以下が７割とそれぞれ小規模な事業者が多数を占めている（図表３－１、図表３－２、図表３－

３）。府内企業全体に占める小規模事業者の割合は８割以上であり、それには及ばないものの、府内では

多数の小規模事業者を中心とした中小企業が事業再構築に取り組んでいることがわかる 。

図表３－１ 資本金（ ） 図表３－２ 従業者数（ ）

図表３－３ 売上高（ ）

                                                   
11 中小企業庁編［２０２２］の付属統計資料よると、２０１６年の小規模事業者の割合は全国で８４．９％、大阪府は８３．８％
である。 
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主に事業者

主に消費者

どちらとも言いがたい 不明

年度

年度

以下 超～ 超～ 未満 ～ 超 不明

製造業

卸売業
建設業

宿泊業・飲食サービス業

小売業

情報通信業

運輸業 その他の
サービス業

その他 不明

（２）採択企業は、製造業、卸売業、建設業などＢｔｏＢ企業が多い

業種では、製造業が３３．１％と全体の３分の１を占め、続いて卸売業（ ％）、建設業（１０．５％）、宿

泊業・飲食サービス業（ ％）がそれぞれ１割程度であった（図表３－４）。

主な販売先は、「主に事業者（以下、ＢｔｏＢ）」は６６．８％、「主に消費者（以下、ＢｔｏＣ）」は２５．２％と、Ｂ

ｔｏＢの企業が多数を占めている（図表３－ ）。この結果は、業種において製造業、卸売業といったＢｔｏＢの

傾向が強い業種が多いことと整合する。

図表３－４ 業種（ ） 図表３－５ 主な販売先（ ）

２ 業績

（１）採択企業には業績が悪化している企業が多い

次に、採択企業の業績をみていく。図表３－６は、第２章と同様に、２０１９年度の売上高を「１００」とした

際の２０年度、２１年度の売上高指数を集計したものである。これをみると、売上高指数が９５未満の企業

は、２０年度は６８．４％、２１年度は６４．１％といずれも６割超の企業で売上高が減少していることわかる。

また売上高指数の平均値の推移をみると、２０年度に８４．３へと落ち込んだ後、２１年度には９１．５まで戻

しているが１９年度の水準には達していない（図表３－７）。事業再構築補助金の申請要件に売上高の減

少があることを考慮する必要はあるが、府内の採択企業では、業績が悪化している企業が多い 。

図表３－６ 売上高指数（ 、単位：％）

                                                   
中小企業庁が運営する「事業再構築補助金」専用サイトの必要申請要件では、「任意の３か月の合計売上高が、コロナ

以前（２０１９年又は、２０２０年１月～３月）の同３か月の合計売上高と比較して１０％以上減少していること」とある。（
、２０２２．１２．２０）。

９５未満 
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年度 年度 年度

大幅に増加

やや増加 概ね横ばい やや減少

大幅に減少

不明

黒字 収支トントン 赤字 不明

図表３－７ 売上高指数の推移

（２）採択企業は、今後の業績に明るい見通しを持つ企業が多い

採択企業では、直近の業績が悪化している企業が多いが、今後の見通しについても確認しておきたい。

売上高の見通しとして、「大幅に増加」と「やや増加」を合わせた増加とみる企業は４５．８％であり、「やや

減少」と「大幅に減少」を合わせた減少とみる企業の２６．４％よりも多い（図表３－８）。また経常利益の見

通しでは、「黒字（３３．２％）」が「赤字（ ％）」を上回っている（図表３－ ）。このように近年の実績で

は業績が悪化している企業が多数であったが、今後については明るい見通しを持つ企業が多い。第１章

では、事業再構築を実施する企業は、実施しない企業に比べ、業績の見通しが明るい傾向があることを確

認したが、採択企業の結果もこれを裏付けるものとなった。

図表３－８ 売上高の見通し（ 、単位：％）

図表３－９ 経常利益の見通し（ 、単位：％）

３ 事業再構築計画の内容

続いて、採択企業の事業再構築計画の内容から特徴を見出していきたい。

（１）計画内容の約４割は業種転換を含み、７割以上が多角化戦略を採用している

中小企業による事業再構築では、新たな業種への転換や新市場進出、新商品開発など多様な事業展

開が想定される。これを踏まえ図表３－１０は、①業種、②市場、③製品・商品・サービス、④製造・販売・提

供の方法の４項目について、既存事業から変更がない場合を「既存」、新たな内容である場合を「新規」

として集計した結果である。まず①業種については、「新規」が３９．３％と、約４割の企業が業種の転換を

めざしていた。また②市場、③製品・商品・サービス、④製造・販売・提供の方法の３項目については、「新

規」がそれぞれ８割程度を占めており、多くの企業が新しい事業展開を計画していることがわかる。
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①業種

②市場

③製品・商品・サービス

④製造・販売・提供の方法

新規 既存

企業数 構成比(%)
● ● ● ●
● ● ●
● ● ●
● ●
● ● ●
● ●
● ●
●

● ● ●
● ●
● ●
●

● ●
●

●

事業再構築の内容

合計

②
市
場
・
販
路
・

顧
客
層

③
製
品
（
技
術
）
・

商
品
・
サ
ー
ビ
ス

④
製
造
・
販
売
・

提
供
の
方
法

①
業
種

図表３－１０ 事業再構築の内容（単位： ）

続いて、上記の①～④の４項目の組み合わせについてもみていきたい。図表３－１１は、４項目の組み合

わせを示すため、各項目について「新規」の場合に該当セルを「●」と表示し、それを一覧化したものであ

る。これによると４項目の全てを選んだ企業は３４．７％であり、また「①業種」を除いた３項目を選んだ企業

は３４．５％と、この２通りの組み合わせを選んだ企業で約７割を占めていた。この結果から、業種を変える

か否かは大きく異なるものの、多くの企業が市場や製品・商品・サービス、その製造・販売・提供の方法に

ついては同時に新たな内容に変更するような、大きな変革を計画していることがわかる。

図表３－１１ 事業再構築の事業内容の組み合わせ
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市
場

新規 ≪新市場開拓戦略≫ ≪多角化戦略≫

既存 新規

≪市場浸透戦略≫ ≪新製品開発戦略≫

製品・商品・サービス

既存

建設業 製造業 卸売業 小売業 運輸業 情報通信業 宿泊業・飲
食サービス業

その他の
サービス業 その他 合計

既
存
の
業
種

建設業(n=58)

製造業(n=31)

卸売業(n=61)

小売業(n=29)

運輸業(n=19)

情報通信業(n=15)

宿泊業・飲食サービス業(n=42)

その他のサービス業(n=91)

全体(n=374)

その他(n=28)

新規参入する業種

また別の視点として、アンゾフの成長マトリクスを参考に②市場と③製品・商品・サービスの組み合わせ

で集計したところ、いずれも新規である多角化戦略を採る企業が７４．１％と多数を占めていた（図表３－１

２） 。この結果からも、多くの企業がリスク負担を厭わない大きな変革を計画していることが確認できる。

図表３－１２ アンゾフの成長マトリクス（ 、単位：％）

（２）新規参入する業種では、小売業や宿泊・飲食サービスを含む各種のサービス業をめざす企業が多い

採択企業の約４割は新たな業種への参入を計画していたが、それら企業が新たにめざす業種について

詳しくみていきたい。図表３－１３は、表側に既存業種を置き、表頭に示した新規に参入する業種の割合を

示したものである。表側の全体をみると、「その他のサービス業（３３．２％）」や「小売業（１８．２％）」、「宿

泊業・飲食サービス業（１５．５％）」など、小売業やサービス業に参入する企業が多い。既存業種別では、

「製造業」は「小売業」への参入が多く、「卸売業」は、「製造業」や「小売業」への参入が多いなどの特徴

がみられた。

図表３－１３ 業種転換企業の業種（単位：％）

                                                   
イゴール・アンゾフが提唱したフレームワークで、「製品」と「市場」の２軸をそれぞれ「既存」と「新規」に分けた４象限で、

企業の成長戦略を説明したものである。区分された４つの戦略には、それぞれ特徴があり、取るべき手段が異なるとされる
が、いずれも新規となる多角化戦略は最もハイリスク・ハイリターンになると考えられている。
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社
％

社
％

社
％

社
％

【既存】 【事業再構築計画】

既存以下 同等 既存以上 不明
【売上高】

既存以下 同等 既存以上 不明
【収益率】

（３）ＢｔｏＢからＢｔｏＣをめざす企業が多い

続いて主な販売先についてみていく。図表３－１４は、主な販売先が事業再構築の計画によってどのよう

に変化するかをまとめたものである。これをみると【既存】では、ＢｔｏＢは ％と、ＢｔｏＣの ％よりも

多い 。しかし【事業再構築計画】では、ＢｔｏＢからＢｔｏＣに変更する企業の方が多く、その結果、ＢｔｏＣは５

７．１％となり、ＢｔｏＢの４２．９％よりも多数を占めることになった。業種転換においても小売業や各種サービ

ス業など、ＢｔｏＣの傾向がある業種への参入をめざす企業が多いことからも、府内企業では事業再構築

により消費者を対象とした事業をめざす企業が多いことがわかる。

図表３－１４ 既存事業と事業再構築計画の主な販売先

（４）規模拡大と収益性向上の両方をめざす企業が約２５％、収益性向上をめざす企業が２割超

最後に採択企業が事業再構築計画において目標とする事業規模や収益性についてみていく。図表３－

１５は、計画上で目標とする売上高と収益率について、それぞれを既存事業と比較した結果である。これを

みると、売上高は「既存以下（５２．３％）」が過半数を占めており、収益率は「既存以上」が４９．０％と最も

多い回答となっている。また、これらの売上高と収益性に関する比較結果を組み合わせてみると、売上高、

収益率ともに「既存以上」である企業は２４．９％と、既存事業を上回る新たな経営の柱の実現をめざす企

業が全体の４分の１を占めており、また売上高は「既存以下」であるが、収益率は「既存以上」とする企業

は２２．５ と、規模拡大よりも収益性向上を重視している企業も多いことがわかる（図表３－１６）。

図表３－１５ 既存事業と比較した計画上の売上高と収益率（単位：％）

                                                   
既存及び事業再構築計画のいずれかで主な販売先について「どちらとも言いがたい」と回答した企業を集計から除い

たため、第１章の主な販売先に関する値と、ここでの既存の値は異なる。

83 社

223 社
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既存以下 同等 既存以上

既存以下

同等

既存以上

売
上
高

収益率

図表３－１６ 既存事業と比較した計画上の売上高と収益率の組み合わせ（ 、単位：％）

≪≪第第３３章章のの小小括括≫≫

採採択択企企業業はは、、小小規規模模事事業業者者をを多多数数含含むむ中中小小企企業業ででああっったた。。業業種種でではは、、製製造造業業やや卸卸売売業業、、建建設設業業ななどど

ののＢＢｔｔｏｏＢＢ企企業業がが多多いいがが、、新新規規参参入入すするる業業種種でではは、、小小売売業業やや宿宿泊泊業業・・飲飲食食ササーービビスス業業をを含含むむ各各種種ササーービビ

スス業業がが多多くく、、ままたたＢＢｔｔｏｏＢＢかかららＢＢｔｔｏｏＣＣにに進進出出すするるケケーーススもも多多いいここととななどどかからら、、新新たたにに消消費費者者にに対対すするる事事業業展展

開開をを計計画画すするる企企業業がが多多いい。。

採採択択企企業業はは、、直直近近でではは業業績績がが悪悪化化ししてていいるるがが、、将将来来にに明明るるいい見見通通ししをを持持つつ企企業業がが多多いい。。ここううししたた見見

通通ししをを持持つつ採採択択企企業業がが実実施施すするる事事業業再再構構築築計計画画のの内内容容ををみみるるとと、、業業種種転転換換はは４４割割程程度度ででああるるがが、、新新市市

場場参参入入とと新新製製品品・・商商品品・・ササーービビススのの開開発発をを同同時時にに行行うう多多角角化化戦戦略略をを採採るる企企業業がが７７割割以以上上とと、、一一定定ののリリスス

クク負負担担をを許許容容ししななががらら、、大大ききなな変変革革ををめめざざすすももののがが多多いい。。そそのの計計画画目目標標でではは、、事事業業規規模模拡拡大大とと収収益益性性

向向上上のの両両方方ををめめざざすす企企業業がが２２５５％％をを占占めめ、、ままたた事事業業規規模模はは既既存存事事業業以以下下ででああっっててもも収収益益性性向向上上ををめめざざ

すす企企業業がが２２割割超超をを占占めめてていいたた。。
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企業数 平均値 標準偏差 t 値 自由度 有意確率
 (両側)

2020年度 順調群
遅延群

2021年度 順調群
遅延群

項目 企業数 割合(%)
大幅に計画を上回る
やや計画を上回る
概ね計画通り
やや遅れている
大幅に遅れている
計画は中止（予定含む）
不明
合計

項目 企業数 割合(%)

合計

順調群

遅延群

第４章 事業再構築の推進要因分析

本章では、引き続き【調査ｂ】の結果を用いて、事業再構築の推進要因について分析を試みる。

１ 分析軸とする指標

事業再構築の推進に影響する要因を分析する際に用いる進展状況の評価指標としては、売上高など

の業績が望ましい。しかし今回の調査対象は、２０２１年度に採択された企業であるため、調査時点（２０２

２年９月）では計画が終了していない企業も含まれており、また業績への反映時期は計画内容によって異

なることも考えられる。そのため業績が計画の進展状況を正しく示すものとは言い難い。そこで、本調査で

は、アンケート調査において各社から回答を得た計画の進展状況を評価指標とした。

計画の進展状況に関する回答結果をみると、「概ね計画通り（３５．９％）」を含め、計画以上に進展して

いる企業は約４割であり、逆に「やや遅れている（４１．１％）」をはじめ、約６割の企業では、計画に遅れが

みられた（図表４－１）。この結果を踏まえ、以後の分析を容易にするため、進展状況が計画以上である企

業を「順調群」、遅れている企業を「遅延群」とし、「不明」を除き全体を２つに区分した。以後の分析では、

順調群と遅延群に分けた進展別で、各種の内容を比較分析し、事業再構築の推進要因を明らかにしてい

く。

図表４－１ 事業再構築の進展状況

２ 進展状況と経営状況及び計画内容との関係

まずは、採択企業の経営状況や計画内容と計画の進展の関係について分析していく。

（１）業績悪化が比較的軽微である企業は計画が進展している

進展別に２０２０年度および２１年度の売上高指標の平均値を比較したところ、いずれも統計的に有意

差があると認められ、順調群の方が高いことがわかった（図表４－２、図表４－３）。売上高指標の平均値は

いずれの群も１００を下回り業績は悪化しているものの、その中でも比較的その落ち込みが少ない方が、

計画が円滑に進展している傾向があることがわかる。

図表４－２ 進展別の売上高指標（２０２０年度・２０２１年度）の平均値の差の検定
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中長期的要因

短期的要因

順調群 遅延群

新たなビジネス
チャンスを見つけた

既存事業の将来
に不安があるため

事業再構築
補助金が

考えるきっかけ
となった

既存事業の業績
が悪化したため

余剰資金・資源
を活用するため

その他

順調群

遅延群

年度 年度 年度

図表４－３ 進展別の売上高指標平均値の推移

（２）短期的よりも中長期的な視点に基づく計画の方が円滑に進展している

採択企業が事業再構築を実施するに至った直接的な要因としては、「新たなビジネスチャンスを見つけ

た（ ％）」が最も多く、続いて「既存事業の業績が悪化したため（２０．４％）」や「既存事業の将来に

不安があるため（１８．４％）」とする企業が多い（図表４－４）。続いて、これらの要因と進展状況との関係

をみていきたい。分析にあたり、「新たなビジネスチャンスを見つけた」、「既存事業の将来に不安があるた

め」、「余剰資金・資源を活用するため」を中長期的な視点に立つ要因とし、「事業再構築補助金が考え

るきっかけとなった」、「既存事業の業績が悪化したため」を短期的な視点に立つ要因として２カテゴリに

区分した。分析の結果、統計的に有意な差があると認められ、中長期的要因の方が短期的要因に比べ、

順調群の割合が高いことがわかった（図表４－５）。つまり、短期的視点より、中長期的な視点から事業再

構築を計画し、実施する企業の方が、計画が円滑に進展している傾向があることがわかった。

図表４－４ 事業再構築に取り組むことになった直接的な要因 、単位：％

図表４－５ 進展別の直接的要因（単位：％）

（ ２
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順調群 遅延群
市場浸透
新製品開発
新市場進出
多角化

市場浸透

新製品開発

新市場進出

多角化

順調群 遅延群

①業種 【既存】
【新規】

②市場・販路・顧客層 【既存】
【新規】

③製品・商品・サービス 【既存】
【新規】

④製造・販売・提供の方法 【既存】
【新規】

順調群 遅延群

（３）業種転換や新商品開発などの新たな取組みが計画の進展を遅らせている

続いて、事業再構築の計画内容（①業種、②市場・販路・顧客層、③製品・商品・サービス、④製造・販

売・提供方法）についての既存と新規の違いと、計画進展状況の関係を分析したところ、①業種、③製品・

商品・サービス、④製造・販売・提供方法の３項目については、統計的に有意な差があることが認められ、

「既存」の方が順調群の割合が高い傾向があることがわかった（図表４－６）。また図表３－１２のアンゾフ

の成長マトリクスによる戦略別で計画進展の違いを分析した結果、統計的に有意な差があることが認め

られ、市場と製品・商品・サービスともに既存を選んだ市場浸透戦略である場合は、他の戦略に比べて計

画が円滑に進んでいることがわかった（図表４－７）。

以上の結果はいずれも、計画内容が新たな取組みであることが、計画の進展を遅らせる原因となって

いることを示唆している。しかしながらそもそも事業再構築は、変化する環境に適応するため、既存事業に

留まることなく新たな事業展開をめざすものであることから、計画の進展が難しくなるという課題はある程

度許容すべきものと考えられる。また第３章第３節では、採択企業の多くが新たな事業展開をめざしている

ことをみたが、それら企業がこうした課題に直面しつつ計画を推進していることが確認できた。

図表４－６ 進展別の事業再構築の内容（単位：％）

図表４－７ 進展別の成長マトリクスによる戦略（単位：％）

≪調整済み残差≫

（ ２

（ ２

（ ２

（ ２ ３ １０

※調整済み残差が１．９６より大きい
場合、有意に高い、－1.96 より小さい
場合、有意に低いと認められる。 

（ｎ．ｓ．） 
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自社の強み・弱みなど事業理解が深まった

取引先など社外からの評価が高くなった

従業員のやる気が向上

従業員の育成・能力開発

新たな社外ネットワークの構築

新たな人材の獲得

従業員の待遇改善・向上

その他

特に副次的な効果はなかった

順調群

遅延群

変更なし

に変更

順調群 遅延群

変更なし

に変更

順調群 遅延群

主な販売先の変更と進展状況の関係では、元々がＢｔｏＣないしＢｔｏＢのいずれの場合も、変更してない

企業の方が順調群の割合が高くなるが、いずれも統計的な有意性は認められなかった（図表４－８、図表

４－９）。

図表４－８ 進展別のＢｔｏＣ企業の主な販売先の変更有無（単位：％）

図表４－９ 進展別のＢｔｏＢ企業の主な販売先の変更有無（単位：％）

（４）事業再構築実施の副次的効果として、事業理解や社外評価向上などを感じている企業が多い

次に、事業再構築を実施したことで企業が得られる事業収益以外の副次的効果についてみていきたい。

進展別に副次的効果を集計したところ、全体的に順調群の方が回答率は高いが、「特に副次的効果はな

かった」とする企業は、順調群、遅延群いずれも僅かであることから、企業は進展状況に関係なく、事業再

構築を実施することで何らかの副次的効果を得ていることがわかる（図表４－１０）。また効果の内容では、

いずれの場合も「自社の強み・弱みなど事業理解が深まった」とする回答が最も高い。その他、順調群で

は、「取引先など社外からの評価が高くなった」、「従業員のやる気が向上」など、社外評価の向上や従業

員のモチベーション向上に効果を感じている企業が多い。

図表４－１０ 進展別の事業再構築実施による副次的効果（単位：％）

（ｎ．ｓ．） 

（ｎ．ｓ．） 
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事業推進を任せられる人材の不足

既存事業とは異なる専門分野の知識不足

資金不足

施設・設備不足

既存事業における専門分野の知識不足

従業員の新事業への理解不足・抵抗感

信頼できる販売先・調達先が確保できない

信頼できる委託・外注先が確保できない

その他

特にない

順調群

遅延群

（５）計画推進の課題は、推進担当者や専門知識の不足

続いて、計画推進時の課題を進展別に集計したところ、全ての課題で遅延群の方が回答率は高く、逆

に「特にない」は順調群が高いことから、遅延群の方が多様な課題に直面している様子がうかがえる（図

表４－１１）。具体的な課題では、進展別のいずれでも「事業推進を任せられる人材の不足」、「既存事業

とは異なる専門分野の知識不足」を挙げる企業が多く、事業を推進できる人材や新事業で必要となる専

門知識を有する人材への課題認識が強い。また、これら以外では「資金不足」を挙げる企業も多い。

図表４－１１ 進展別の事業再構築推進の課題

≪≪第第４４章章第第２２節節のの小小括括≫≫

経経営営状状況況とと事事業業再再構構築築のの進進展展のの関関係係でではは、、全全体体ととししててはは業業績績がが低低迷迷ししてていいるる企企業業がが多多いいななかか、、悪悪

化化のの程程度度がが比比較較的的軽軽微微なな企企業業のの方方がが計計画画はは円円滑滑にに進進展展ししてていいるるここととががわわかかっったた。。ここのの結結果果はは、、既既存存事事

業業のの業業績績悪悪化化はは企企業業をを新新事事業業にに向向かかわわせせるる要要因因ににななるるがが、、悪悪化化のの程程度度にによよっっててはは新新たたなな事事業業のの進進展展

をを妨妨げげるる要要因因ににももななるるここととをを示示唆唆ししてていいるる。。

計計画画のの内内容容とと進進展展ととのの関関係係でではは、、短短期期的的なな視視点点よよりりもも中中長長期期的的なな視視点点にに基基づづくく計計画画のの方方がが円円滑滑にに

進進展展ししてていいるるここととががわわかかっったた。。ここのの結結果果はは、、新新たたにに事事業業再再構構築築をを企企画画すするる企企業業ににととっってて参参考考ととななるる情情報報

ででああろろうう。。ままたた業業種種転転換換やや新新商商品品開開発発ななどどのの新新たたなな事事業業がが含含ままれれてていいるる方方がが、、計計画画のの進進展展がが遅遅れれてていい

たた。。第第３３章章第第３３節節ののととおおりり、、採採択択企企業業のの多多くくはは新新たたなな事事業業展展開開をを計計画画にに織織りり込込んんででいいるるここととかからら、、今今後後、、

新新たたにに事事業業再再構構築築にに着着手手すするる企企業業はは、、ここううししたた事事実実をを前前提提ととししてて計計画画をを立立案案、、実実行行すするるここととがが必必要要ででああ

りり、、政政策策立立案案ににおおいいててももここのの事事実実をを踏踏ままええたたううええでで検検討討すするるここととがが必必要要とと考考ええらられれるる。。

そそののほほかか、、計計画画推推進進にによよるる業業績績以以外外のの副副次次的的効効果果でではは、、自自社社事事業業のの理理解解がが進進んんだだここととやや対対外外的的なな

評評価価がが高高ままっったたここととをを挙挙げげるる企企業業がが多多いい。。ままたた推推進進のの課課題題ととししててはは計計画画をを任任せせらられれるる人人材材やや推推進進にに必必

要要なな専専門門知知識識をを持持つつ人人材材のの不不足足をを挙挙げげるる企企業業がが多多いい。。
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【参考事例❶】
Ａ社は、事業者向けの高級仕出し弁当を販売していたが、コロナ禍で会議やイベントがなくなったた

め、受注はほぼゼロとなった。同社はそうしたなか事業再構築に着手し、今、経営状況は改善に向かっ

ている。一見、売上減少のために急遽実施した計画のようにみえるが、その事業構想は以前から持って

いたという。経営者によると、「仕出し弁当は、冷凍すると食品の鮮度や旨みが損なわれてしまうため、

納品の前日から調理をはじめ、夜通し作業することも珍しくなかった。急速冷凍技術を使えば、品質を

保てることはわかっていたが、設備が高額であり、なかなか実行には移せなかった。」という。また「冷凍

できれば、物流の問題もなくなり、販売エリアの拡大や消費者向け販売にも乗り出せる上に、食品ロス

の削減にも繋がる」と、急速冷凍技術導入について、事業機会の拡大やＳＤＧｓの視点からの構想を持

っていた。今、同社は、急速冷凍庫を導入し、東京や北海道などにも販売エリアを広げ、消費者向け販

売にも乗り出している。それ以外にも冷凍弁当をみた企業から海外販売の要望が来るなど、想定外の

新事業もみえてきた。また、深夜労働がなくなったことで、勤務時間が改善されただけなく、経費節減分

から従業員の時間単価を上げることができた。こうした労働環境の改善の結果、「以前は、公募を出し

ても中高年ばかりだったが、今は２０代、３０代が増えている」と、経営者が言うように、今の同社の平均

年齢は３０歳を切っている。この他、急速冷凍技術を使った新たな事業展開をベースとして、従来から

めざしていたＳＤＧｓについても改めて整理し、ホームページ等で情報発信したところ、それに共感した

学生から応募があり、創業以来初となる新卒採用も実現した。こうして採用した若い人材が、消費者向

けのホームページ制作を担当するなど、新事業に貢献しているという。このように同社の場合、従来か

ら抱いていた構想を、コロナ禍を契機に実行に移したことで、新たな事業展開や人材拡充などの経営

向上に繋がっている。
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大いに
当てはまる

やや
当てはまる

どちらと
言えない

あまり当ては
まらない

全く当て
はまらない

 ①感知

 ②捕捉

 ③変容

３ 進展状況とダイナミック・ケイパビリティとの関係

続いて、第１章で提示したダイナミック・ケイパビリティ（ ）が事業再構築の進展に及ぼす影響につい

て分析していく。

図表１－１ ＤＣの３能力による自律的循環のイメージ図 （再掲）

（１）計画時のＤＣ各能力が高い企業は事業再構築を円滑に進展している

調査では、計画時における各社のＤＣ能力を把握するため、第１章でみたＤＣの３つの能力を以下のよ

うに再定義し、それぞれについて計画当時の各社にどの程度当てはまっていたかについて５段階（「大い

に当てはまる」～「全く当てはまらない」）で回答を得た。

①感知＝自社経営に影響を及ぼす外部環境の変化（市場や顧客、社会問題など）を把握できた

②捕捉＝変化する外部環境に対して、新たな事業機会を見出し、それに合った事業を構築できた

③変容＝新事業に必要な人材を配置し、また外部関係者を確保できた

その結果、採択企業では３つのＤＣ能力について、「大いに当てはまる」と「やや当てはまる」を合わせた

割合を比較すると、①感知は７７．６％、②捕捉は８３．９％、③変容は５５．３％といずれも過半数となってお

り、当てはまると回答した企業が多い（図表４－１２）。また３つの能力について、当てはまるとする割合を比

較すると、①感知、②捕捉に比べ③変容はやや低いこともわかった。

図表４－１２ 計画時のＤＣ能力（単位：％）

この計画時のＤＣ能力を用いて、「（仮説３）ＤＣ能力が高い企業は、事業再構築を円滑に進展している」

を検証する。分析にあたり、各能力の以下の方法で数値化した。

「大いに当てはまる」＝５、「やや当てはまる」＝４、「どちらとも言えない」＝３、

「あまり当てはまらない」＝２、「全く当てはまらない」＝１

進展別に各能力の平均値を比較分析したところ、全ての能力で平均値の差に有意性が認められ、いず

れの能力でも順調群の方が平均値は高い結果となった（図表４－１３、図表４－１４）。このことから、計画時

のＤＣ能力が高い企業は、その後の計画を円滑に進展していることがわかる。

 
感知 

捕捉 変容 

持続的競争優位確立のため内外
の経営資源を再編成し「変容」 

外部環境の変化による
脅威の「感知」 

 

新たな事業機会
の「捕捉」 
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企業数 平均値 標準偏差 t 値 自由度 有意確率
 (両側)

①感知 順調群
遅延群

②捕捉 順調群
遅延群

③変容 順調群
遅延群

順調群

遅延群

①感知 ②捕捉 ③変容

高くなった やや
高くなった 変わらない やや

低くなった 低くなった

 ①感知

 ②捕捉

 ③変容

図表４－１３ 進展別の計画時ＤＣ能力平均値の差の検定

図表４－１４ 進展別の計画時ＤＣ能力平均値

（２）事業再構築を経験することでＤＣの各能力は向上する

第１章で触れたとおり、企業は事業再構築の推進を通じて得た知識や経験により、ＤＣ能力を向上させ

ると考えられる。調査において事業再構築を実施したことによるＤＣ能力の変化を聞いたところ、向上した

と考えている企業が多いことがわかった（図表４－１５）。また各能力について、「高くなった」と「やや高くな

った」との割合の合計を比較すると、①感知は７２．７％、②捕捉は７６．２％であるのに対し、③変容は５５．

９％とやや低く、また「変わらない」が４３．２％と他の能力よりも高い。このようにＤＣの能力のうち、③変容

は、計画時の評価でも他の能力に比べ相対的に低く、経験による学習効果も低いことから、中小企業にと

って課題となりやすい能力であると推察できる。

図表４－１５ 事業再構築実施によるＤＣ能力の変化（単位：％）

（３）事業再構築が進展している企業は、ＤＣの学習効果が高い

先程と同様にＤＣ能力の変化を以下の通り数値化し、進展別で分析した。

「高くなった」＝５、「やや高くなった」＝４、「変わらない」＝３、「やや低くなった」＝２、「低くなった」＝１
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企業数 平均値 標準偏差 t 値 自由度 有意確率
 (両側)

①感知変化 順調群
遅延群

②捕捉 順調群
遅延群

③変容 順調群
遅延群

順調群
遅延群

①感知 ②捕捉 ③変容

定期的に実施 必要になれば実施

実施するつもりはない

不明

分析の結果、全ての能力において統計的に有意性が認められ、全て順調群が遅延群の平均値を上回

っていた（図表４－１６、図表４－１７）。このことから、計画を円滑に進展している企業は、ＤＣ能力の学習効

果が高い傾向にあることがわかった。

図表４－１６ 進展別の事業再構築実施によるＤＣ能力変化の差の検定

図表４－１７ 進展別の事業再構築実施によるＤＣ能力変化の平均値

（４）ＤＣ能力の学習効果が高い企業は、今後の事業再構築に積極的

ＤＣ能力の向上は、事業再構築の推進を円滑にするため、次の事業再構築への意欲にも影響すると考

えられる。この考えに基づいた「（仮説４） 事業再構築を経験することで、ＤＣ能力が向上し、次の事業再

構築に意欲的になる。」を検証するため、ＤＣ能力の学習効果と今後の事業再構築の実施意向について

分析を試みる。まず今後の事業再構築の実施意向についてみると、最も積極的な「定期的に実施」は

％であり、やや消極的な「必要になれば実施」は７２．７％であり、「実施するつもりはない」とする企

業は ％に留まっていた（図表４－１８）。

図表４－１８ 今後の事業再構築の実施意向（ 、単位：％）
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定期的に実施

必要になれば実施

①感知 ②捕捉 ③変容

はじめて 経験あり 不明

企業数 平均値 標準偏差 t 値 自由度 有意確率
 (両側)

①感知 定期的に実施
必要になれば実施

②捕捉 定期的に実施
必要になれば実施

③変容 定期的に実施
必要になれば実施

このように今後の事業再構築について、否定的な企業はほとんどいないが、積極性には差がみられた。

そこで積極的な「定期的に実施」と消極的な「必要になれば実施」に区分し、先程のＤＣ能力の変化の平

均値を比較したところ、いずれも「定期的に実施」の方が有意に高い値となった（図表４－１９、図表４－２

０）。この結果から、ＤＣ能力が向上した企業は今後の事業再構築に積極的である傾向があることがわか

った。

図表４－１９ 今後の事業再構築の取組み意向別のＤＣ能力変化の差の検定結果

図表４－２０ 今後の事業再構築の取組み意向別のＤＣ能力変化

（５）はじめて事業再構築を実施した企業の多くが、次の実施に意欲を持つようになっている

最後に、採択企業の過去の事業再構築経験を確認しておく。これまでの事業再構築について、「経験あ

り」とした企業は１８．５％であるのに対し、「はじめて」は７８．０％と、ほとんどの企業に経験がないことがわ

かった（図表４－２１）。この結果を用いて事業再構築の経験別に、今後の実施意向を比較したところ、「経

験あり」に比べて少ないものの、「はじめて」の企業でも２割以上が「定期的に実施」すると回答しており、

「必要になれば実施」を含めると、ほぼ全ての企業が実施の意向を持っていた（図表４－２２）。業歴の長さ

は各社さまざまであるものの、これまで実施したことがなかった企業が、今回の経験により事業再構築へ

の意識を変化させたようにみえる。

図表４－２１ 事業再構築の経験（ 、単位：％）
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はじめて

経験あり

定期的に
実施

必要になれば
実施

実施する
つもりはない

図表４－２２ 事業再構築の経験別の今後の実施意向（単位：％）

≪≪第第４４章章第第３３節節のの小小括括≫≫

ＤＤＣＣのの各各能能力力（（感感知知、、捕捕捉捉、、変変容容））がが高高いい企企業業はは、、事事業業再再構構築築をを円円滑滑にに進進展展ししてていいたた。。そそののたためめ事事業業

再再構構築築をを企企画画、、推推進進すするる企企業業ででははここれれららのの能能力力をを高高めめてていいくくここととがが重重要要とと考考ええらられれるる。。ままたた、、ここれれららのの能能

力力はは、、事事業業再再構構築築をを経経験験すするるここととでで向向上上（（学学習習効効果果））しし、、特特にに事事業業再再構構築築をを順順調調にに進進めめてていいるる企企業業ははそそ

のの効効果果はは高高いいこことともも明明ららかかににななっったた。。加加ええてて、、事事業業再再構構築築をを経経験験すするるここととにによよりり、、ＤＤＣＣ能能力力のの向向上上をを実実感感

ししたた企企業業はは、、次次のの事事業業再再構構築築にに意意欲欲的的ででああっったた。。

以以上上のの結結果果をを踏踏ままええるるとと、、今今、、事事業業再再構構築築をを実実施施ししてていいるる府府内内中中小小企企業業のの計計画画をを促促進進すするるここととでで、、各各

社社ののＤＤＣＣ能能力力がが向向上上しし、、そそれれがが次次のの事事業業再再構構築築へへのの意意欲欲へへとと繋繋ががっってていいくくとと考考ええらられれるる。。そそののたためめ中中小小

企企業業のの事事業業再再構構築築をを促促進進すするる政政策策はは、、各各社社のの目目標標達達成成をを支支援援すするるとと同同時時にに、、ＤＤＣＣ能能力力のの向向上上をを援援けけ、、

ひひいいててはは中中小小企企業業にによよるる事事業業再再構構築築のの自自律律的的循循環環のの実実現現ににもも貢貢献献すするるももののとと考考ええらられれるる。。ままたた、、ＤＤＣＣのの

３３つつのの能能力力ののううちち変変容容はは、、感感知知、、捕捕捉捉にに比比べべてて計計画画時時にに低低くく、、学学習習効効果果もも低低水水準準ででああっったた。。ここののここととかか

らら、、中中小小企企業業のの事事業業再再構構築築おおいいててはは、、必必要要ととななるる人人材材やや外外部部機機関関連連携携ににつついいてて、、特特にに支支援援がが求求めめらられれ

てていいるるとと考考ええらられれるる。。

参考事例❷

Ｂ社は、店舗や個人住宅のリノベーションなどについて、企画から内装デザイン、設計、施工に至るま

での一貫したサービスを提供してきた。しかしコロナ禍により受注が減少したことで、かねてから経営

者が考えていた高級家具などの販売事業に乗り出した。新事業の対象となる顧客は、既存事業におけ

る店舗やリノベーション住宅を求める富裕層など、既存事業と共通点は多く、市場に関する情報はある

程度把握できていた（感知）。それらの情報を基に事業計画を立案し、新たに設置する小売店舗の開

発は、各部署から適宜、人材が参加し進められた（捕捉）。しかし同社には小売業の経験はなかった。

そのため店舗販売の経験者を中心に数名を新たに採用したが、その中に小売事業をゼロから立ち上

げた経験を持つ者はいなかった。そのため、現在、同社では販売計画やブランディングなどを戦略的に

進められる体制整備が必要となっている（変容）。

このようにＢ社では、感知と捕捉については既存事業で培ってきた能力を発揮し、計画を順調に進

めているが、変容については、新たな人材の確保はできているが課題が残っている状態である。

 31 



32 

大いに
当てはまる

やや
当てはまる

どちらとも
言えない

あまり当て
はまらない

全く当て
はまらない

①カリスマ

②知的刺激

③個人重視

企業数 平均値 標準偏差 t 値 自由度 有意確率
 (両側)

①カリスマ 順調群
遅延群

②知的刺激 順調群
遅延群

③個人重視 順調群
遅延群

４ 進展状況とリーダーシップ及び組織体制との関係

第１章の考察のとおり、中小企業の事業再構築において経営者が果たす役割は大きい。そこで採択企

業における経営者のリーダーシップに焦点をあて、計画進展との関係をみていく。

（１）経営者がリーダーシップを発揮している企業は、事業再構築が進展している

調査では、採択企業の計画推進において、経営者のリーダーシップがどの程度発揮されているかを把

握するため、第１章で取り上げた３つの資質を参考に、以下の３項目を設定し、それぞれが各社にどの程

度当てはまっているかについて、５段階（「大いに当てはまる」～「全く当てはまらない」）で回答を得た。

①カリスマ：全ての従業員（担当者以外を含む）が新事業のビジョン・目的を理解し、事業推進に協力する

姿勢を持っている

②知的刺激：従業員が新しい視点や発想を持ち、その意味や問題解決策を深く考え行動することができ

ている

③個別重視：経営層が従業員一人ひとりと向き合い教育するなど、学習による成長を支援している

その結果、３項目とも過半数の企業が「大いに当てはまる」もしくは「やや当てはまる」と回答していた

（図表４－２３）。つまり採択企業の多くは、事業再構築の推進において、経営者によるリーダーシップが発

揮されていたと考えている。

図表４－２３ リーダーシップの状況（単位：％）

続いて、「（仮説５）経営者のリーダーシップが発揮されている企業は、計画を円滑に進展している。」に

ついて検証していく。分析のため、リーダーシップの３項目を以下の方法で数値化した。

「大いに当てはまる」＝５、「やや当てはまる」＝４、「どちらとも言えない」＝３、

「あまり当てはまらない」＝２、「全く当てはまらない」＝１

数値化した３項目の平均値を進展別に比較したところ、全項目で有意な差があることが認められ、いず

れも順調群の方が平均値は高いことがわかった（図表４－２４、図表４－２５）。つまり、仮説の通り、経営者

がリーダーシップを発揮している企業は、計画を円滑に進展している傾向があることが明らかになった。

図表４－２４ 進展別の社内のリーダーシップ発揮状況の差の検定
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経営者が主担

経営者が
メンバー参加

経営者が都度、
意思決定

特に関与していない 不明

順調群

遅延群

①カリスマ ②知的刺激 ③個人重視

図表４－２５ 進展別のリーダーシップ発揮状況

（２）採択企業の７割以上で経営者が計画推進に直接関与している

事業再構築の推進に関する経営者の参画状況をみると、「経営者が主担（ ％）」と、経営者自ら

が主担となっている企業が過半数を占めており、これに「経営者がメンバー参加（ ％）」を加えると、

７割以上の企業で、経営者が計画推進に直接関与していることがわかった（図表４－２６）。

図表４－２６ 経営者の参画状況 、単位：％

（３）採択企業の約４割は計画推進を既存組織が担っており、２割超には担当する組織がない

計画を推進する組織体制では、「既存組織が担当（４１．４％）」が最も多く、「新組織を設置（２８．８％）」

と「社外から獲得（Ｍ＆Ａ等）（５．８％）」を合わせた新組織を整備する企業は３４．６％であった（図表４－

２７）。また２割超の企業は、「特に担当する組織がない」と回答しており、組織的な対応となっていない企

業も少なくない。
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既存従業員を専任とした

既存従業員を兼任とした

新規採用者を専任とした

新規採用者を兼任とした

その他

特定の担当者はいない

既存組織
が担当

新組織を設置

社外から獲得
（ 等）

特に担当する
組織はない

不明

専任あり

兼任のみ

担当者
なし

図表４－２７ 組織体制（ 、単位：％

（４）採択企業の約７割は専任の担当者を置いておらず、約６割は兼任者のみで推進している

図表４－２８左側は、計画の推進担当者に関する複数回答の結果であるが、「既存従業員を兼任とした

（ ％）」が最も多く、次に「既存従業員を専任とした（２０．６％）」とする企業が多い。また図表４－２８

右側は、兼任の有無に関わらず専任を置いている企業を「専任あり」、専任がおらず兼任のみの企業を

「兼任のみ」、担当者を置いていない企業を「担当者なし」として、「その他」を除外して再集計した結果で

ある。これをみると「兼任のみ（ ％）」が過半数を占め、また１割超の企業は担当者を置いていないこ

とがわかる。

図表４－２８ 担当者（ 、単位：％）

≪≪第第４４章章第第４４節節のの小小括括≫≫

経経営営者者とと進進展展状状況況のの関関係係をを分分析析ししたた結結果果、、経経営営者者ががリリーーダダーーシシッッププをを発発揮揮ししてていいるる企企業業はは、、事事業業再再

構構築築をを円円滑滑にに進進展展ししてていいるる傾傾向向ががああるるここととががわわかかっったた。。ままたた推推進進担担当当ととししてて専専任任者者やや新新組組織織をを置置くく企企

業業はは限限らられれてておおりり、、７７割割以以上上のの企企業業でではは、、経経営営者者自自ららがが直直接接、、計計画画にに関関わわっってていいたた。。

以以上上のの結結果果のの通通りり、、中中小小企企業業のの事事業業再再構構築築でではは経経営営者者のの役役割割はは、、リリーーダダーーシシッッププにに留留ままららずず、、実実行行

者者ととししててもも極極めめてて大大ききいいここととががわわかかっったた。。そそののたためめ現現在在、、事事業業再再構構築築をを実実施施すするる企企業業でではは経経営営者者のの能能力力

向向上上がが重重要要でであありり、、ままだだ実実施施ししてていいなないい企企業業をを実実施施にに向向かかわわせせるるににはは、、経経営営者者ががそそのの必必要要性性にに気気付付

きき、、既既存存事事業業のの維維持持ののみみににととららわわれれるるここととななくく、、新新たたなな事事業業にに目目をを向向けけるるよよううにに、、経経営営者者のの意意識識（（ママイインンドド

セセッットト））のの変変化化をを促促すすここととがが効効果果的的ででああるるとと考考ええらられれるる。。
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参考事例❸

Ｃ社は、複数の飲食店経営に加え、飲食店向けの企画・コンサルティング業務を行ってきたが、新た

に店舗設備の余剰を利用したレンタルキッチンサービスに乗り出した。経営者は「例えば百貨店の催

事だと、カセットコンロを使って調理することが多いが、レンタルキッチンを使うことで本格的な料理が

提供できるようになる」と、その事業趣旨を説明する。また、もともとコンサルティング業務としてメニュー

開発を請け負っていたこともあり、キッチンを貸すだけでなく、飲食店向けに多様なサービスが提供でき

るという。例えば、秘伝のタレを作ってほしいという店舗もある。従業員には教えられないが、コロナ禍で

人が減り、店主の仕事が増えているためにこうした依頼もあるとのことだ。新事業は、経営者を中心に

社員全員で情報共有しながら進めている。経営者によると、「創業当時からいずっとそうしてきたから、

お金のこと、人のことなど任せられる人が育っている」とのことである。今回の新事業も、着手する時か

ら全従業員と情報を共有し、全員で進めている。またコロナ禍で少し時間が出来た時は、助成金を活

用して従業員を休ませるよりも、専門家を呼んで語学や経済、金融などの勉強会をしてきたという。こ

のようにＯＪＴだけでなく、外部講師を招いたセミナーなどの学びの機会を用意している。こうして同社

では、経営者が示した新事業に対し、各従業員がそれぞれの能力を発揮して役割を果たす、全社一丸

となった事業展開を行えている。
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①企画推進人材

②専門知識を有する人材

③スタッフ人材

④社外相談先

⑤設備・施設

⑥資金

⑦総合評価

十分 概ね十分 やや不足 不足 不明

５ 進展状況と人材・設備等の整備状況との関係

本章第３節では、ＤＣの３つの能力のなかで、人材配置などに関する「変容」が他に比べて弱いことが

わかった。また同第２節では、事業再構築の推進において、「事業推進を任せられる人材の不足」と「既存

事業とは異なる専門分野の知識不足」が課題であることをみてきた。こうした結果を踏まえ、ここでは人材

等の整備と進展状況の関係について分析を試みていく。

（１）計画推進において設備等よりも人材面に不足感を感じている企業が相対的に多い

図表４－２９は、事業再構築の計画推進における人材や設備等の整備状況を示したものである。調査で

は、①～⑥の個別項目と⑦総合評価について、それぞれ４段階（十分、概ね十分、やや不足、不足）で回答

を得た。その結果、⑦総合評価については「十分」もしくは「概ね十分」を回答する企業が５４．５％と過半

数を占めていた（図表４－ ）。同様に個別項目をみると、「⑤設備・施設」は７２．８％、「④社外相談先」

は６３．１％、「⑥資金」は５５．７％と、それぞれ一定の整備ができているとする企業が過半数を占めていた。

一方、「①企画推進人材」、「②専門知識を有する人材」、「③スタッフ人材」の各社内人材については、い

ずれも「不足」と「やや不足」を合わせた割合が過半数となっていた。このように採択企業では、設備や資

金よりも人材面に不足感を持つ企業が相対的に多い。

図表４－ 人材・設備等の体制整備状況（ 単位％）

（２）人材や設備が整備できている企業は、円滑に計画が進展している

続いて、「（仮説６）推進担当者や専門人材などの人材が充実している企業は、計画を円滑に進展して

いる。」の検証を試みていく。分析にあたり、人材・設備等の整備状況を以下の方法で数値化した。

「十分」＝４、「概ね十分」＝３、「やや不足」＝２、「不足」＝１

分析の結果、総合評価を含む全ての項目で、進展別の差に有意性が認められ、順調群の平均値の方

が高い傾向があることがわかった（図表４－３０、図表４－３１）。つまり各種人材や設備などの各項目につ

いて整備ができている企業は、計画を円滑に進展しているといえる。
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企業数 平均値 標準偏差 t 値 自由度 有意確率
 (両側)

①企画推進能力 順調群
遅延群

②専門知識 順調群
遅延群

③スタッフ人材 順調群
遅延群

④社外相談先 順調群
遅延群

⑤設備・施設 順調群
遅延群

⑥資金 順調群
遅延群

⑦総合評価 順調群
遅延群

順調群

遅延群

①
企
画
推
進
能
力

②
専
門
知
識

③
ス
タ
ッ
フ
人
材

④
社
外
相
談
先

⑤
設
備
・
施
設

⑥
資
金

⑦
総
合
評
価

図表４－３０ 進展別の人材・能力の整備状況の平均値の差の検定

図表４－３１ 進展別の人材・能力の整備状況の平均値（単位：％）

（３）採択企業の多くは、ＯＪＴなどの人材育成を実施しているが、実施していない企業も３分の１を占める

計画推進の課題として、人材面の整備があることを踏まえ、採択企業による人材育成の実施状況につ

いてもみていく。採択企業の約４割は、個別指導を含むＯＪＴを行っており、また約２割は「資格取得の費用

補助・奨励」や「社外セミナー ラーニング含む の補助・奨励」といった支援を実施しているが、その一方

で３６．２％は「特に人材育成はしていない」と回答している（図表４－３２）。このように採択企業では、事業

再構築の推進において人材面の整備を課題とする企業が多いなか、ＯＪＴを中心に資格取得や社外セミ

ナー受講の支援などを実施しているが、その一方で、３分の１以上の企業は、特に人材育成を行っていな

いことがわかった。
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ＯＪＴに加え、その効果を
高める個別面談による指導

資格取得の費用補助・奨励

社外セミナー ラーニング含む
の補助・奨励

専門知識習得のための大学・
専門学校等の補助・奨励

その他

特に人材育成はしていない

人材育成なし

人材育成あり
順調群 遅延群

図表４－３２ 事業再構築の推進に向けた人材育成の実施状況（ｎ＝１０１９，単位：％）

（４）人材育成を実施した企業は、計画を円滑に進展している

続いて、人材育成の実施と進展状況の関係を分析していく。分析のため図表４－３２のうち、いずれかの

人材育成を実施している企業を「人材育成あり」、「特に人材育成はしていない」を「人材育成なし」とし

て再集計し、進展別にクロス集計した。その結果、「人材育成あり」の方が、有意に順調群が多いことがわ

かった（図表４－３３）。この結果から、人材育成を実施している企業は、事業再構築を円滑に進展している

傾向があることがわかる。

図表４－３３ 進展別の人材育成の実施状況（単位：％）

≪≪第第４４章章第第５５節節のの小小括括≫≫

人人材材やや設設備備ななどどのの推推進進体体制制がが整整備備出出来来てていいるる企企業業はは、、事事業業再再構構築築がが計計画画通通りりにに進進んんででいいるる傾傾向向がが

みみらられれたたがが、、体体制制のの整整備備状状況況ををみみるるとと、、設設備備・・施施設設やや社社外外相相談談先先にに比比べべ、、社社内内人人材材のの整整備備がが遅遅れれてていい

るる企企業業がが多多くく、、人人材材のの育育成成・・確確保保がが課課題題ににななっってていいるる様様子子ががううかかががええたた。。ここのの結結果果はは、、第第２２章章第第２２節節ににおお

いいてて、、推推進進のの課課題題ととししてて、、推推進進担担当当人人材材やや専専門門人人材材のの不不足足をを挙挙げげるる企企業業がが多多いいこことととと整整合合すするる。。ままたた事事

業業再再構構築築のの推推進進にに向向けけたた人人材材育育成成をを実実施施すするる企企業業のの方方がが、、計計画画をを円円滑滑にに進進展展ししてていいるるがが、、全全体体のの３３

６６．．２２％％はは人人材材育育成成をを行行っってていいなないいここととももわわかかっったた。。

以以上上のの結結果果かからら、、中中小小企企業業のの事事業業再再構構築築促促進進ににはは、、人人材材育育成成ななどど社社内内人人材材のの整整備備をを促促進進すするる支支援援

がが効効果果的的ででああるるとと考考ええらられれるる。。

（ ２
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参考事例❹

Ｄ社は、工業用布製品を製造してきたが、今回、取引先の大手企業が事業整理を進める中で撤退

を決めた事業を譲り受ける形で新分野に参入した。その分野は、以前から参入したいとの思いはあっ

たが、中小企業では実現が難しい分野であった。新事業は、当初、経営者が先頭に立ち、必要となる特

殊な原材料の確保や新たな製造ラインの立ち上げを行った。しかしそれ以降は、一歩引いて従業員に

任せているという。経営者によると「企業が大きくなるには人が育たないといけないため、新事業を従

業員に任せるのは人材育成も兼ねている」という。主担当者に抜擢したのは、以前はあまり評価が高く

なかった人材であった。「もともとコミュニケーション能力が高いので、機会があれば伸びる人材」と、

経営者は考え、新事業に先立ち、取引先に１人で修行にいかせたという。その人材は、経営者の期待に

応え、自分しか頼れない状況の中で仕事を進めるためにしっかりとネットワークを築いて帰ってきた。今

は、その経験を活かして新事業を進めている。このように同社は、新事業を担当することによるＯＪＴや

社外への出向という形で、計画推進を担当する人材を育成している。
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金融機関

民間専門機関

民間専門家

公的支援機関

申請書・計画書等の資料作成

自社の強み・弱みの理解

事業企画・推進への具体的な支援

経営環境（市場・顧客等）に関する理解

その他

特にない

６ 進展状況と外部専門家活用との関係

前節では社内人材の状況と計画進展との関係をみてきたが、続いて外部の専門家や支援機関等（以

下、専門家等）について、その活用状況と計画進展との関係について確認していく。

（１）申請時に活用した支援機関は金融機関が約４割、その他民間専門家は個人・法人を合わせ約５割

事業再構築補助金の申請では、認定経営革新等支援機関（以下、申請時支援機関）と計画策定する

ことが申請要件となっている 。そのため採択企業は申請時には必ず外部の支援機関を活用している。申

請時支援機関の内訳は、「金融機関」が４１．８％、会社等の組織を持つ「民間専門機関」が２４．９％や個

人などの「民間専門家」が２５．９％となっており、地方自治体などの「公的支援機関」は７．４％であった

（図表４－３４）。

図表４－３４ 申請時支援機関の内訳（ 、単位：％）

（２）申請時に事業戦略に踏み込んだ支援を受けている企業の方が計画を円滑に進展

申請時支援機関が申請時に行った支援内容では、「申請書・計画書等の資料作成（ ％）」が最も

多く、このほか「自社の強み・弱みの理解（ ％）」、「事業企画・推進への具体的な支援（ ％）」、

「経営環境（市場・顧客等）に関する理解（ ％）」と、２割～３割の企業が、事業戦略に関する支援を

受けている（図表４－３５）。

図表４－３５ 申請時支援機関による支援内容（ 、単位：％）

                                                   
中小企業庁が運営する「事業再構築補助金」専用サイトの必要申請要件に明記されている（

、２０２２．１２．２０）。なお認定経営革新等支援機関とは、中小企業を巡る経営課題が多様化・複
雑化する中、中小企業庁が専門性の高い支援を行う体制整備のため、一定レベル以上の専門的知識や実務経験を有する
と認めた個人、法人、中小企業支援機関等であり、全国で３９，２３４機関、大阪府で４，３２６機関が認定されている（

、２０２２年１２月２３日）。
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大変満足 やや満足 どちらとも言えない やや不満 大変不満 不明

企業数 平均値 標準偏差 t 値 自由度 有意確率
 (両側)

事業戦略支援あり
資料作成支援のみ

資料作成支援のみ

事業戦略支援あり

順調群 遅延群

続いて、申請時支援機関による支援内容と進展状況との関係を分析していく。分析にあたり、支援内容

のうち「申請書・計画書等の資料作成」のみが選択されている場合を「資料作成支援のみ」とし、「自社の

強み・弱みの理解」、「事業企画・推進への具体的な支援」、「経営環境（市場・顧客等）に関する理解」の

いずれかが選択されている場合を「事業戦略支援あり」と２区分した上で再集計し、進展別でクロス集計

した。分析の結果、「事業戦略支援あり」の方が順調群の割合が有意に高いことがわかった（図表４－３

６）。つまり、申請時において事業戦略支援を受けている企業は、書類作成のみの支援を受けた企業よりも、

事業再構築を円滑に進展している傾向があると言える。

図表４－３６ 進展別の申請時支援機関から受けた支援内容（単位：％）

（３）申請時支援機関への満足度は事業戦略にまで踏み込んだ支援の方が高くなる

また、申請時支援機関に対する満足度をみると、「大変満足」は２９．８％、「やや満足」は３７．８％と全体

として満足度は高いことがわかる（図表４－３７）。

図表４－３７ 申請時支援機関に対する満足度（ 、単位：％）

続いて、満足度を以下の方法で数値化した上で、支援内容別に平均値の差を比較した。

「大変満足」＝５、「やや満足」＝４、「どちらとも言えない」＝３、「やや不満」＝２、「不満」＝１

その結果、「事業戦略支援あり」の方が、有意に満足度の平均値が高いことがわかった。この結果から、

申請時支援機関への満足度は全体的に高いが、事業戦略にまで踏み込んだ支援を実施している方がよ

り満足度が高い傾向があることがわかる（図表４－３８）。

図表４－３８ 支援内容別の満足度（平均値）の差の検定

（ ２
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申請時支援機関のみ

申請時支援機関と
新たな専門家等

新たな専門家等のみ

活用していない

順調群 遅滞群

申請時支援機関のみ
申請時支援機関と
新たな専門家等

新たな専門家等のみ

活用してい
ない

不明

（４）採択企業の８割弱は推進時も申請時の支援機関を継続して活用している

続いて、採択後の計画推進時における専門家等の活用状況についてみていく。最も多いのは、「申請時

支援機関のみ（５２．３％）」で、続いて「申請時支援機関と新たな専門家等（ ％）」が多いが、約１割

の企業は「活用していない」と回答している（図表４－３９）。このように採択企業では、事業再構築の推進

において、申請時支援機関を継続して活用する企業が７８．５％と多数を占めていることがわかる。

図表４－３９ 推進時の専門家等の活用状況（ 、単位：％）

次に、推進時の専門家等の活用と進展状況の関係について分析したところ、「申請時支援機関に加え

て、別の専門家等を活用」は、他に比べ「順調群」の割合がやや高いが、その差について統計的な有意性

は認められなかった（図表４－４０）。

図表４－４０ 進展別の推進時の専門家等の活用状況（単位：％）

（５）計画推進時に専門家等に期待するのは、ホームページ制作やＳＮＳによる広報などの販路開拓支援

採択企業が事業再構築の推進において専門家等に期待する専門知識やノウハウとしては、「販路開拓

（ ％）」が最も多く、これに「ブランディング戦略（ ％）」、「技術課題の解決（ ％）」が続い

ている（図表４－４１）。また採択企業が最も期待している販路開拓についての具体的な内容では、「ホー

ムページ制作・リニューアル（ ％）」や「ＳＮＳなどインターネット広報（ ％）」といったインターネッ

トを活用した広報に期待する企業が多い（図表４－４２）。

（ｎ．ｓ．
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販路開拓

ブランディング戦略

技術課題の解決

資金調達

人材の能力・意欲向上

人材紹介・確保

調達・委託外注先開拓

その他

特にない

ホームページ制作・リニューアル

などインターネット広報

広告媒体のデザイン・制作

自社サイトでのインターネット販売

国内のインターネットショッピングサイトへの出店

海外のインターネットショッピングサイトへの出店

国内展示会への出展

海外展示会への出展

市場や競合企業の調査

その他

活用したい どちらとも言えない

活用したくない

わからない

不明

経験あり 経験なし 不明

図表４－４１ 専門家等に期待する専門知識・ノウハウ（ 単位＝％）

図表４－４２ 専門家等に期待する販路開拓の具体的内容（ 、単位＝％）

（６）申請時支援機関への満足度が高い企業は、今後の専門家等の活用に積極的

採択企業が、今回の事業再構築以前に専門家等を活用した経験を聞いたところ、約６割の企業は今回

がはじめてであった（図表４－４３）。また専門家等の今後の活用意向では、「活用したい」は４１．６ であ

り、「どちらとも言えない」が４６．４％であった（図表４－４４）。

図表４－４３ 専門家等の活用経験（ 、単位：％）

図表４－４４ 専門家等の活用意向（ 、単位：％）
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費用負担

能力・専門性を見極められない

信頼性を評価できない

自社に合わない提案など
事情を十分に理解してもらえない

探し方がわからない

その他

特にない

企業数 平均値 標準偏差 t 値 自由度 有意確率
 (両側)

活用したい
それ以外

続いて、専門家等の今後の活用意向と申請時支援機関の満足度との関係について分析を試みた。分

析にあたり、専門家等の活用意向について、「どちらとも言えない」、「わからない」、「活用したくない」の

いずれかを選択した場合を「それ以外」とし、「活用したい」の２カテゴリで再集計した。その集計結果と、

先程の申請時支援機関の満足度の平均値の差について分析したところ、「活用したい」の方が、有意に

満足度の平均値が高いことがわかった（図表４－４５）。つまり申請時支援機関の満足度が高い企業は、

今後の専門家活用に積極的である傾向があることがわかった。

図表４－４５ 専門家等の活用意向別の満足度（平均値）の差の検定

最後に、専門家等の活用における課題では、「費用負担（ ％）」が過半数を超えており、多くの企

業が感じている課題であることがわかった（図表４－４６）。その他では、「能力・専門性を見極められない

（３７．３％）」や「信頼性を評価できない（２１．３％）」など専門家の評価に関することや、「自社に合わな

い提案など事情を十分に理解してもらえない（ ％）」といった専門家との意思疎通を課題に挙げる

企業が多い。

図表４－４６ 専門家等の活用における課題（ 、単位：％）

≪≪第第４４章章第第６６節節のの小小括括≫≫

申申請請時時にに支支援援機機関関かからら受受けけたた支支援援ととししてて、、書書類類作作成成ののみみのの場場合合にに比比べべ、、事事業業内内容容やや外外部部環環境境ななどど

のの事事業業戦戦略略にに関関わわるる助助言言やや指指導導をを受受けけたた企企業業はは、、そそのの後後のの計計画画をを円円滑滑にに進進展展ししてていいたた。。ままたた８８割割近近いい

企企業業がが、、採採択択後後のの計計画画推推進進時時ででもも申申請請時時支支援援機機関関ををそそののまままま活活用用ししてていいたた。。推推進進時時にに新新たたなな専専門門家家

等等のの活活用用がが少少なないい理理由由ととししててはは明明ららかかににななっってていいなないいがが、、中中小小企企業業でではは、、費費用用やや専専門門家家等等のの評評価価ななどど

にに様様々々なな課課題題をを感感じじてておおりり、、新新たたなな専専門門家家活活用用にに踏踏みみ切切れれてていいなないい可可能能性性ががああるるとと考考ええらられれるる。。
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参考事例❺

急速冷凍庫を導入して新たな事業展開を図るＡ社の経営者は、「自分たちがやってきた専門分野に

ついては人に聞くことはあまりない。新事業のＰＲや消費者向けのマーケティングなどの未経験な分野

なら聞きたいことはあるが、分からないことが何かがわからないので、誰に聞いていいか分からない」

と、新事業で必要となる自社の専門分野以外の知識について、そもそもどんな分野の専門家等に何を

聞くべきかがわからないという意見があった。新事業の計画段階において課題の洗い出しが必要な事

例といえよう。

また事業再構築補助金の採択を受けたが、最終的に計画を中止したＥ社の経営者は、「申請の時

に専門家に依頼し、一緒に計画を作った。しかし計画が出来た時点で、新事業に不安があり、中止する

ことを専門家に伝えたが、説得され実施することになった」という。しかし同社は一旦、計画を推進する

ものの、結果として中止することになった。この事例からは、企業と専門家等の双方が、計画立案時に

おける事業可能性の評価を慎重に行い、状況によっては計画を実施しないと判断することの必要性が

感じられる。

ここううししたた結結果果をを踏踏ままええるるとと、、中中小小企企業業のの事事業業再再構構築築のの支支援援ととししてて、、専専門門家家等等のの活活用用をを促促進進すするる場場合合

ににはは、、計計画画時時ににおおいいててはは、、資資料料作作成成のの支支援援にに終終始始すするるここととななくく、、事事業業戦戦略略にに踏踏みみ込込んんだだ支支援援がが必必要要でで

あありり、、ままたた計計画画時時ののみみななららずず推推進進時時もも引引きき続続きき支支援援をを行行ううここととがが重重要要とと考考ええらられれるる。。加加ええてて専専門門家家等等のの

活活用用ににおおいいてて費費用用面面やや専専門門家家等等のの専専門門性性評評価価ななどどににつついいててもも、、企企業業のの負負担担感感やや不不安安をを軽軽減減すするる一一定定

のの配配慮慮がが必必要要ででああるるとと考考ええらられれるる。。
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第５章 おわりに

本調査の報告を終えるにあたり、これまでの調査結果を振り返りつつ、中小企業の事業再構築促進に

向けた政策の意義や方向性について述べておきたい。

１．事業再構築支援の政策的意義

まずは調査結果を踏まえた、中小企業の事業再構築を促進する政策の意義について考察する。

１－１ 不確実性の高い現状において、中小企業の事業再構築を促進する政策の意義は高い

第２章では、多くの府内中小企業が、コロナ禍や国際情勢などの社会事象から悪影響を受けており、業

績悪化が長引く企業も多いことをみてきた。こうした現状に対し、本調査では、各種の社会事象の影響を

強く受けている企業は事業再構築を実施している傾向があり（仮説１）、また事業再構築を実施する企業

の方が将来に明るい見通しを持っている傾向がある（仮説２）ことを明らかにしてきた。しかしながら第４章

のとおり、事業再構築を実施する企業の約６割では、その進展に遅れがみられ、特に多角化戦略など新た

な事業展開を計画している企業はその傾向が強いことがわかった。

このように、未だ先の見えない不確実性が高い現状において、事業再構築を実施する中小企業は増え

ているものの、その計画進展には遅れもみられる。そのため中小企業の事業再構築を促進する政策は、中

小企業が新事業展開に着手し、将来に明るい展望を抱くことに貢献するものとして、その意義は高いと考

えられる。 

１－２ 事業再構築を促進することで、中小企業による自律的循環を生み出すことに期待ができる

第４章第３節では、ＤＣ能力（感知、捕捉、変容）が高い企業は、事業再構築を円滑に進展している傾向

がある（仮説３）ことがわかった。そしてＤＣ能力には事業再構築を経験することで高くなる学習効果が期

待でき、計画を順調に進展している企業はその効果が高いことがわかった。また学習効果により能力が向

上した企業は、次の事業再構築に意欲的である傾向がある（仮説４）ことも明らかとなった。

これらの結果を踏まえると、中小企業の事業再構築を促進する政策は、現在の計画を進展させるだけ

でなく、企業による学習効果を高めることに貢献し、ひいては中小企業による事業再構築の自律的な循環

を生み出すことにも繋がると期待できる。

２．政策の方向性（実施中の中小企業向け）

既に事業再構築を実施している企業に向けた支援の方向性について述べていく。

２－１ 推進担当者や専門人材など計画に必要な人材の確保や育成などの人材面の支援が有効

第４章第５節では、人材や設備などの推進体制が整備出来ている企業は、事業再構築が計画通りに進

んでいる傾向がある（仮説６）ことがわかったが、整備状況を個別にみると、設備・施設や社外相談先に比

べ、社内人材の整備が相対的に遅れている企業が多い。この点に関連して、第２章第２節では推進の課

題として、推進担当人材や専門人材の不足を挙げる企業が多いこと、さらに第４章第３節では、事業再構

築の計画進展に影響するＤＣ能力のうち、人材配置に関する「変容」が「感知」や「捕捉」に比べ、計画時

に低く、学習効果も低水準であることがわかった。また第４章第５節では、人材育成を実施する企業の方

が、計画を円滑に進展しているが、３分の１以上の企業は人材育成を行っていなかった。
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これらの結果を踏まえると、事業再構築を実施する中小企業では、人材面に課題があると考えられるた

め、計画推進に必要となる人材の確保や育成などの支援が有効であると考えられる。

２－２ 専門家派遣等による支援においては、専門家等の選定や費用負担に配慮が必要

第４章第６節では、事業再構築を推進する中小企業は、専門家等に対して、販路開拓に関する知識やノ

ウハウを期待しており、その中でもホームページの制作やＳＮＳの活用など、インターネットによる広報につ

いて支援を望む企業が多かった。この点について、第３章では、事業再構築の計画内容として、新市場開

拓と新製品（商品・サービス）開拓を同時に行う多角化戦略を採る企業が多く、また販売先をＢｔｏＢからＢ

ｔｏＣに移行する企業が多い。こうした従来と異なる市場、特に不特定多数となる消費者を対象とする企業

が多いことが、販路開拓への支援を求める声が大きい理由の１つと推察される。また専門家等を活用する

際の課題としては、６割超の企業が費用を挙げており、その他では、専門家の専門性や信頼性を見極めら

れないことを課題とする企業も多い。

こうした結果を踏まえると、事業再構築を実施している企業には、専門家等の派遣等によって、インター

ネットによる広報などの専門知識やノウハウを提供する政策が有効であるが、その際には、費用の負担感

及び、専門家等の専門性や信頼性の評価への不安を軽減する一定の配慮が必要と考えられる。

３．政策の方向性（未実施の中小企業向け）

最後に、未だ事業再構築を実施していない企業に向けた支援の方向性について述べていく。

３－１ 経営者のマインドセットを変化させることが重要

第１章のとおり、企業は常に外部環境に適応することが求められているが、第２章では、府内中小企業

のうち、事業再構築を実施する企業が約２５％であることがわかった。事業再構築のような大きな変革は、

必ずしも全ての企業が実施する必要はないが、府内中小企業の多くが近年の急激な環境変化の影響を

受け、業績を悪化させていることを考えると、新たに実施すべき中小企業は少なくないと考えられる。未だ

実施していない中小企業において、実施の鍵を握るのは経営者である。第４章第５節では、中小企業の事

業再構築では、専任の担当者や新組織を置くことは少なく、７割以上の企業では、経営者自らが直接、計

画に関わっており、その経営者のリーダーシップが計画進展にプラスの影響を及ぼしていることがわかっ

た（仮説５）。また第１章で触れたように、経営者の意思決定を速やかに実行に移せることは、大企業に対

する中小企業の強みでもある。

これらを踏まえると、未実施中小企業の中から新たに事業再構築に着手する企業を増やしていくには、

経営者がその必要性に気付き、既存事業の維持のみにとらわれることなく、新たな事業に目を向けるよう

な意識（マインドセット）の変化を促す政策が効果的と考えられる。

３－２ 事業再構築実施の時期や内容は企業体力と照らして決めることも重要

第４章第２節でみたとおり、事業再構築を実施する企業の多くは、業績が悪化しているが、その中でも悪

化の程度が比較的軽微な企業の方が計画を円滑に進展していた。確かに、既存事業の業績悪化は、企

業を新事業に向かわせる要因になるが、その一方で、業績悪化の程度がその後の新事業の進展に影響

している。この要因については、本調査では明らかになっていないが、業績悪化が著しい場合には、新事業

の推進に必要な企業体力が残っていないことが要因の１つと推察される。
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こうしたことを踏まえると、業績悪化が長引く見通しのある場合は、企業体力があるうちに実施すること

が望ましく、逆に既に新事業を実施する余力が乏しい場合は、まずは体力を回復させることを優先するか、

もしくはリスクの少ない変革をめざすなど、各社の経営状況に応じて、事業再構築の実施時期や内容を決

めていくことも必要であろう。

３－３ 専門家等が事業戦略に踏み込んだ支援を計画から実施まで継続的に実施することが重要

第４章第２節では、短期的視点よりも中長期的な視点に基づいた計画の方がその後の進展が円滑で

あることがわかった。そのため、新たに事業再構築を企画する企業は、業績悪化のために急遽実施せざる

を得ない状況であっても、可能な限り事業機会の探索や活用可能な余剰資源を踏まえ、中長期的な視点

から計画を立案していくことが重要となる。しかし第４章第４節でみたとおり、中小企業では事業再構築の

実施において、組織的な体制を築くことなく、経営者自らが担当するケースが多い。そのため、中長期的な

視点からの計画立案を実現するにも人材が不足しがちとなるが、その対策として専門家等の活用も有効

と考えられる。この点に関連して第４章第６節では、申請時に支援機関から申請書類作成のみを受けた企

業よりも、事業戦略に踏み込んだ助言・指導を受けた企業の方が、その後の計画を円滑に進展している傾

向があり、また８割近い企業は申請時支援機関をそのまま活用していた。

こうした調査結果を踏まえると、新たに事業再構築を実施する中小企業を対象とした政策としては、専

門家等の派遣などにより、中長期的視点からの計画立案を支援することが有効であり、その際に、計画時

のみならず推進時も引き続き支援を行うことを前提とすることが重要と思われる。
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